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要 約 

1. 本調査の概要 

開発途上国の経済社会開発や国連の持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向けて、従来の政府開発

援助（ODA）に加え、民間セクターの資本を活用することの重要性が近年高まりを見せている。更に

同時並行的に、世界的な情報化やデジタル技術の普及、金融緩和等に伴い、様々な社会的・経済的課

題に取り組むスタートアップ企業の創業・成長が全世界的に拡大していることは、国際開発の観点か

ら注目すべき潮流である。かかるスタートアップ企業が有するイノベーティブな発想や技術が、今後

も持続的に開発途上国の人々の生活の質、社会の在り方を大きく変化させ、社会をより繁栄させるこ

とが期待されている。このような観点から JICAは 2020 年 1月に、新興国における起業家支援やビジ

ネスイノベーション創出を事業目的に据えた Project NINJA (Next Innovation with Japan) を立ち

上げた。 

2020年にケニアで実施した NINJA Accelerator 2020 で得られた経験等を踏まえ、「全世界途上国

における企業との連携強化に係る情報収集・確認調査」（以下、本調査と言う）では、SDGsの達成に

貢献し得る事業を展開するインドネシア、マレーシア、タイ、フィリピン及びバングラデシュのスター

トアップ企業に対し JICA NINJAアクセラレータープログラム 2021（以下、本アクセラレータープロ

グラムと言う）等の各種支援を提供することで、各企業の事業拡大並びに SDGs へのインパクトの更

なる創出を目指す。併せて、JICAが開発途上国の経済社会開発や SDGsの達成に向け更なる貢献を図

る上で、いかにして開発途上国のスタートアップ企業や日本企業との連携強化を図るべきか、効果的

なアプローチについて検討を進めることも目的に据える。 

 

要約図表 1 本調査のスケジュール 
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2. 基礎調査の実施 

本アクセラレータープログラムの実施に先立ち、対象 5ヵ国のスタートアップ・エコシステムにつ

いて、関連文献と刊行物、統計データ等を中心としたデスクトップ調査、及び各国におけるスタート

アップ業界のエキスパートや関連企業へのヒアリング調査を実施した。各国の調査概要について以下

にまとめる。スタートアップ企業を取り囲むエコシステムとしてはインドネシアが最も成熟しており、

スタートアップ企業数、および資金調達総額において抜きんでている。次点でマレーシア、フィリピ

ンの順にスタートアップ企業数が多い。タイとバングラデシュについては､まだ発展途上にあるもの

の､これからの発展が大いに期待される市場環境である｡ 

インドネシア 

● 研究開発段階の支援からある程度大型の資金調達まで、成長プロセス全体を支えるエコシステム

ができており、Plug & Play のように世界的に著名なアクセラレーターも進出している。ただし、

企業数も多いためスタートアップ企業の間で激しい競争が存在する。 

● アクセラレータープログラムが多数存在するため、スタートアップ企業や投資家の注目を集める

プログラムを実施するためには、明確なバリュー・プロポジションを持つ必要がある。 

マレーシア 

● レイター期向けの支援環境が限定的である一方、シンガポールやインドネシアに近い地理的な要

件や政府の積極的な支援があり、シード／アーリー期のスタートアップ企業にとっては魅力的な

環境が整っている。 

● 本アクセラレータープログラムでは、他の東南アジア諸国や日本市場への進出等を通じ、規模拡

大を模索しているスタートアップ企業との連携可能性が高い。 

タイ 

● エコシステムは黎明期にあるといえる。インキュベーターやアクセラレーターの層はいまだ限定

的であり、現在は主として企業のバックアップにより、特定の業界やセクターに絞った投資・支

援のみが行われている。 

● 本アクセラレータープログラムでは、他の東南アジア諸国や日本市場への進出等を通じ、規模拡

大を模索しているスタートアップ企業との連携可能性が高い。 

フィリピン 

● シード期のスタートアップ企業に対する投資が中心であり、それ以降の投資家層はエコシステム

におけるホワイトスペースになっている。 

● 同国のエコシステムではコングロマリットが中心的な役割を担っており、価値提供を明確にした

上でそれを広く広報することで、アクセラレータープログラムとして差別化を図ることが可能で

ある。 
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バングラデシュ 

● 新興のエコシステムであり、まだ発展途上にあるものの、近年政府によるビジネス環境改善の取

り組みが進み、エコシステムの構築が徐々に始まっている。 

● プロダクト・マーケット・フィットに到達しているか否かや、チームのケイパビリティ等にフォー

カスして、支援するスタートアップ企業を選定する必要が高い。 

更に市場環境を深く理解し有益なプログラムを開催するため、東南アジアへの投資実績がある国内

外の VC（ベンチャーキャピタル）等とは、本調査立ち上げ初期から連携を図った。意見交換によって

得られた主な示唆について要約図表 2にまとめる。 

要約図表 2 現地スタートアップ企業との連携に関する投資家からの示唆と連携における方針 

投資家からの意見 連携における方針 

「チーム」と「市場」が常に評価の大きな軸に

なる要素である。よいチームは高いモメンタム

を保ち、短い期間で多くの成果を出すことがで

きる。 

チームのコラボレーション力や、チームメンバー

間の経験・経歴のマッチ度合い等を、一次審査

の評価基準に加える。 

各国における優秀な人材の供給を考えると、イ

ンドネシア、ベトナム、タイが有望な市場では

ないか。当社としては、バングラデシュは現在

投資対象ではなく、現地の法規制等についても

よく把握できていないのが実情である。（日本

人投資家） 

現地の投資環境や規制の状況について投資家の

理解を促進するため、Demo Day 等に参加する投

資家向けに知識共有を行うネットワーキングイ

ベントを開催する。 

人口やユニコーンの数を、各国の市場規模やス

タートアップ・エコシステムの成熟度の近似指

標として重視している。同指標を踏まえ、現在

はインドネシア、シンガポール、ベトナムに注

力している。（日本人投資家） 

本調査の対象外である市場に関心を寄せている

投資家に対しても、対象国の高いポテンシャル

を示すことで、同市場への将来的な投資を検討

するきっかけを提供する。 

 

投資のリターンとイグジットまでの期間、現在

のトラクション、リスクの 3 点が投資の際に主

に見ている項目である。よって、各スタートアッ

プ企業の、現時点での売上高、成長・生産性向

上に向けたポテンシャル、潜在リスクを複合的

に精査の上、投資対象を定めている。（日本人

投資家） 

トラクション、売上および成長率について、一

次審査の評価基準に加える。 

 

3. スタートアップ企業の募集・選定 

スタートアップ企業や投資家へのアウトリーチ活動を進める上では、他のアクセラレータープログ

ラムとの明確な差別化を図ることが肝要であるため、本アクセラレータープログラムのバリュー・プ

ロポジションは以下 6点に集約することにした： 

1. スタートアップ企業各社に経験豊富な経験を有する専門家を専属メンターとして配属し、ビ

ジネスモデルの構築及び各社が抱える課題解決に向けた支援を提供 
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2. 日本のマーケットや投資家との関係構築の機会を提供 

3. ビジネスの構築に係るフレームワーク・知識を包括的に習得するため、各種講義・インテラ

クティブなディスカッションセッションを提供 

4. アクセラレータープログラムへの参加費用を賄うため、最大約3万USDの資金を提供 

5. 東南アジア及びバングラデシュから参加する他のスタートアップ企業と関係を構築する機会

を提供 

6. 株式の譲渡等の条件を課していない無償・無料のプログラムを提供 

2021年 9月 1日から 9月 20日にかけて、インターネットを通じて本アクセラレータープログラム

への参加企業の公募を実施した。また、プログラムの実行性を高めるために現地市場関係者とのコラ

ボレーション体制の構築、ネットワーキングセッションの企画・運営、および JICA 現地オフィスを

含む調査推進体制の構築を図った。具体的な活動は次のとおり。 

● 50 を超える現地インキュベーター、アクセラレーターに連携を打診し、のべ 20 のインキュベー

ター、アクセラレーターからアウトリーチの協力を得た。 

● 応募期間中に、ソーシャルメディアを通じたプロモーションで、現地 5ヵ国で累計 460万のユニー

クビューを獲得した。 

● 応募期間中に、公式ホームページに約 4,500件のアクセスを得た。 

● 国内外の投資家との意見交換を行い、本調査全体に対するフィードバックを得たほか、うち 5社

から Demo Dayへの参加の確約を得た。 

募集の結果､対象 5ヵ国より 216社のスタートアップ企業からの応募を得た。インドネシア､マレー

シア、タイ、フィリピンについては約 20から 40程度の応募があったのに対し、バングラデシュでは

100以上の応募を得た。これは、同国では他に多くのインキュベーター・アクセラレータープログラ

ムが実施されていないことに起因するものと考えられる。一次の書類審査では、ビジネスモデル・事

業の SDGsへの関連性、ビジネスモデル・事業の成熟度、企業としての成熟度を基に 32社まで候補を

絞り、二次のピッチ審査ではプレゼンテーションの要素を加えた上で審査を行い、各国からそれぞれ

本アクセラレータープログラムに参加するファイナリスト 3社を選定した。 

要約図表 3ファイナリスト 15社の概要 

国 企業 事業概要 

インドネシア 

 

FishLog よりよい地域社会を作るための活動とテクノロジーの活用を通じ、水

産業種向け低温流通網を全国的につなぐ B2Bマーケットプレイスを運

営 

Sampangan 環境的に持続可能で公害を発生させない廃棄物処理システムを活用し

て、廃棄物を農業、建設、衛生、エネルギーなどの資源に変換 

Plepah アレカヤシの葉の鞘から作られた生分解性素材を使用する梱包材ソ

リューションを提供 
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国 企業 事業概要 

マレーシア 

 

Clickncare 移民労働者がその法的地位に関わらず、自分の国の言葉を話す医師

に手頃な価格で相談することを可能にするデジタルヘルスケアプ

ラットフォームを提供 

#DemiLaut 伝統的な漁業者が、水産物を水産小売業者や消費者に販売すること

が出来る EC 環境を整備することで、漁業者の労働環境を改善 

Naglus 

Industries 

バイオマスナノ流体のナノテクノロジー技術の応用によって開発さ

れた自動車用燃費節減プロダクトを提供 

タイ 

 

Ira 分解性素材を使用したオーガニックの生理用品を提供 

Eden 

Agritech 

生鮮青果物の賞味期限を最大 5 倍に延長する画期的なバイオテクノ

ロジー技術を基にした酸化防止剤ソリューションを提供 

Socialgiver 収益の一部がチャリティに提供される、ホテルの空室やコンサート

の空席を販売・予約するための e コマースプラットフォームを運営 

フィリピン 

 

Plentina 金融サービスへのアクセスを有さない人口を対象に、大手小売店に

おいて代金後払いで商品を買うことが出来るサービスを提供 

Mayani 小規模農家が消費者やバイヤーとつながることで、収穫後ロスの最

小化を実現する e コマースプラットフォームを運営 

Packworks フィリピンの女性の小規模店舗（マイクロストア）事業者を主な対

象とした ERP（企業資源計画）用のモバイルアプリを提供、 

バングラデ

シュ 

 

Light of 

Hope 

低学年の子どもが将来必要なスキルを習得するための教育書、学習

玩具、学習コンテンツを提供 

Moner Bondhu 安価で利用しやすく、守秘義務を遵守したメンタルヘルスのカウン

セリングサービスを提供 

Women In 

Digital 

女性のデジタルスキル向上に向けた学習コンテンツやトレーニン

グ、及び就業に向けた各種サポートを提供 

4. 現地スタートアップ企業との連携の具体的な実施 

2021 年 10 月中旬から 2022 年 1 月下旬まで、約 3 カ月にわたりアクセラレータープログラムを実

施した｡他のアクセラレータープログラムの分析等を踏まえ、スタートアップ企業が効果的に新しい
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能力を身に着ける上での、フィールド（実践の場）とフォーラム（座学）を組み合わせることの効果

を確認した。よって、本アクセラレータープログラムでは、各社ごとに 1名アサインされるメンター

による支援やエキスパートとのピッチ練習､各種エキスパートとの特別セッションなどを活用しなが

ら PoCを実施するフィールドプログラムと､15社が一堂に会し合同で実施するフォーラムプログラム

をスタートアップ企業に提供することとした。フォーラムおよびフィールドのセットが計 3スプリン

トあり、その後は PoC を継続しながら、Demo Day パート 2（ピッチプレゼンテーション）に向けた

ピッチ準備を行うことにした。なお、ピッチ練習の場としては、各フィールド期間と Demo Day直前

の計 4回、投資経験を有するエキスパートを前にしたピッチ機会を設けることで、各社のピッチスキ

ル及びピッチ内容の向上を図った。 

 

要約図表 4 アクセラレータープログラムの概要とスケジュール 

プログラム全体を通じて、フレームワークとしては「ビジネスモデルキャンバス」を活用した。ビ

ジネスモデルキャンバスとは、ビジネスアイデアに関する重要な前提条件を構造化された方法で整理

し、自社のビジネスモデルを明確にするために活用されるフレームワークである。要約図表 5に示す

通り、ビジネスモデルキャンバスには一般的に 9つの構成要素が存在する。各構成要素において例示

されている重要な質問への解を導き出すことで、自社の現時点でのビジネスモデルを可視化し、社内

でも十分に認識されていなかった自社の強みや弱みについて、共通認識を構築することを目的とする。

ビジネスモデルキャンバスの作成を通じて得た知見を基に競合他社や顧客に係る調査を行い、自社の

強みについては更に伸ばし、弱みについては克服することで、顧客や投資家にとって更に魅力的なビ

ジネスを展開することが可能となるため、事業規模の拡大を目指す本プログラムのスタートアップ企

業には非常に有意なフレームワークとなっている。 
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要約図表 5 ビジネスモデルキャンバスの構成要素 

本プログラムにおいては、フォーラムでの講義やメンタリング等を通じ、各構成要素についての基

礎的な理解及びその応用方法を取得した上で、それを基に Demo Day Part 2（ピッチプレゼンテーショ

ン）に向け自社のビジネスモデルを再検討することとした。またビジネスキャンバスを活用するに際

しては、スタートアップ企業に対し、同フレームワーク活用を通じ、①顧客に提供する価値提案、②

ターゲット顧客のセグメント、③活用するリソース、パートナー、チャネル、④経済モデルと商業的

な実行可能性の 4点を明らかにするよう示すことで、目的意識を明確にした上でフォーラムの各セッ

ションや課題に取り組むように促した。 

全 3回にわたるフォーラムを通じ、ビジネスモデルや自社製品・サービスの確立に向け活用が可能

なフレームワークへの理解が高まった等、スタートアップ企業から高く評価する声が聞かれた。これ

まで他のアクセラレータープログラムに参加したことがなく、またビジネス経験の豊富なチームメン

バーが少ないようなスタートアップ企業にとっては、ビジネスモデルキャンバスを始めとした有益な

フレームワークを包括的に学ぶことによって、これまで考えたことがなかったものの重要なトピック

（バリュー・プロポジションの明確化、他社とのパートナーシップの締結等）について、具体的な検

討を始める機会となったとの声が聞かれた。また、他のプログラムへの参加経験やビジネス経験が豊

富なスタートアップ企業においても、改めて体系的にフレームワークを学び議論を行う機会について、

高く評価する声が聞かれた。各フォーラムのセッション概要は以下の通り： 

フォーラム1 

● 資金調達方法 入門編（VCの投資マネージャーによる講演） 

● プロダクト・マーケット・フィットの拡大（スタートアップ企業の規模拡大に携わった経験が豊

富な専門家による講演） 

● ビジネスモデルキャンバスの紹介・詳細（主催者による講義、ブレイクアウトセッション） 

● 価値提案の精緻化の方法（主催者による講義、ブレイクアウトセッション） 

● 競合環境の調査・分析手法（主催者による講義、ブレイクアウトセッション） 
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● 消費者試験の重要性（テック業界の経験が豊富な専門家による講演） 

● 顧客調査の方法（主催者による講義、ブレイクアウトセッション） 

フォーラム2 

● 社会的インパクトとビジネスの持続可能性の両立（東南アジアのスタートアップ企業支援に携わ

る専門家による講演） 

● B2C/B2Bマーケットにおける価格設定方法（主催者による講義） 

● ケイパビリティを踏まえた、パートナーシップ構築方法（主催者による講義、ブレイクアウトセッ

ション） 

● Go To Market戦略（自社の競争優位性を確立の上、顧客に製品・サービスを届けるための戦略）

の構築（東南アジアのテック系スタートアップ企業の創業者による講演） 

● 営業・マーケティング手法の特定（主催者による講義、ブレイクアウトセッション） 

フォーラム3 

● 資金調達方法（スタートアップ企業の規模拡大に携わった経験が豊富な専門家による講演） 

● 企業文化の種類・構築方法（創業経験の豊富な専門家による講演） 

● 実行計画とビジネスケース（主催者による講義、ブレイクアウトセッション） 

さらに、計 4回のピッチ練習の機会を通じ、スタートアップ企業はより投資家目線で魅力的なピッ

チスタイル・内容を構築することが可能になった。事実、スタートアップ企業の中には、これまでに

専門家から直接フィードバックを受ける機会を得たことがなく、大変参考になるコメントを得ること

が出来たことを高く評価する声が聞かれた。なお、ピッチ練習の機会で、特に大きな改善の必要が見

受けられたスタートアップ企業に対しては、別途ミーティングの機会を設けより重点的なフィードバッ

クを提供した。 

アクセラレータープログラムの成功のためには、フィールド期間を通じたメンターによる密なメン

タリングの実施が欠かせない要素である。本アクセラレータープログラムでは、要約図表 6のプロセ

スに則りスタートアップ企業各社専属のメンターを 15 名選出した。専門とする事業領域や専門性が

スタートアップ企業マッチしているメンターを選定することで、より各社の実情に即したメンタリン

グの提供を可能にした。メンタリングの目的を①スタートアップ企業が懸念している点に対処し、ま

た上記フォーラムからの学びを自社のビジネスモデルに反映することで、PoCの効果的な実施が可能

となるように促進すること、②Demo Dayのピッチプレゼンテーションに向け、スタートアップ企業の

ピッチの質を向上させることと定義し、スタートアップ企業と各社に割り振られたメンター間で密接

に協働することを求めた。 
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要約図表 6 メンターの選定プロセス 

5. アウトリーチ活動の実施 

本アクセラレータープログラムの実施と並行し、Demo Dayへの参加者である投資家へのアウトリー

チ活動を行った。投資家へのアウトリーチ活動の目的について、①15社のスタートアップ企業が投資

を受ける可能性を高めること、及び②5つの対象国と日本におけるスタートアップ企業のエコシステ

ムプレイヤー（VC、社会インパクト投資家、アクセラレーター/インキュベーター、JICA等）間のネッ

トワークを構築・強化する機会を創出することに定めた。招待する投資家の基準として、①対象 5か

国のスタートアップ企業に積極的に投資していること、②シードからシリーズ A 期にあるスタート

アップ企業を投資対象としていること、③社会的インパクトの創出にも重点を置いていることの 3点

を設け、該当する VC、コーポレート VC、社会インパクト投資家等を中心に周知活動を実施した。 

投資家へのアウトリーチ活動から得られた主な学びは以下の通り： 

● VCにとって、広くスタートアップ企業を育成するエコシステムを醸成することは、潜在的な投資

対象を増やす効果につながる重要な課題である。しかし投資業務とは別の役割となるため、資金・

時間面の制約があり、多くの VCは注力できておらず、本調査のようなエコシステムを醸成する取

り組みは評価されている 

● コーポレート VCはその役割として、投資以外にも、グローバルでのパートナーシップ締結や、新

興国市場への市場参入、新たなテクノロジーの活用機会発見・創出等、関心領域が幅広い傾向が

あり、VC以上に本調査への関心が高かった 

● 東南アジア・バングラデシュは将来性のある有望市場と捉えられているが、エコシステムの成熟

度が低い市場に精通した VC及びコーポレート VCは限定的である 

周知活動の結果、70 社近くの企業から Demo Day への参加の意向を聴取した（うち、日本の VCは

約 15社、日本のコーポレート VCは約 30社、東南アジア及びバングラデシュの VCは約 20社、社会

的インパクト投資家は約 5 社）。 

このほか、プログラムの認知度を高めるため、日本経済新聞に①プログラムの意図と設計の概要、

②対象 5カ国におけるスタートアップ企業への投資動向の概要、③Demo Day Part2 の受賞 4社の紹
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介、その他登壇企業の企業名・業種、④民間連携事業部長のインタビュー、⑤Demo Day イベントに参

加した一部の投資家のインタビューから構成される記事広告を掲載した。 

 

6. Demo Dayの開催 

6.1 Demo Day Part 1（知識共有セッション）の開催 

ファイナリストに選出されたスタートアップ企業と潜在的な投資家を結び付ける場として、当初は

アクセラレータープログラムの最後には、主にピッチプレゼンテーションを開催することを想定して

いた。しかし、本プログラムが進捗する中で、他のアクセラレータープログラムの Demo Dayの調査・

分析や、JICAとの議論を通じ、ピッチプレゼンテーションに先立ち潜在的な投資家向けに、ファイナ

リストのスタートアップ企業に関係する情報を共有する意義・重要性を確認した。よって、本アクセ

ラレータープログラムの Demo Day は 2つのパートに分けて実施することとして、JICA と合意した。 

まず知識共有セッション（Knowledge Sharing Session）と銘打った Demo Day Part 1 においては、

①潜在的な投資家が、本アクセラレータープログラムで対象としている 5か国の市場環境と投資機会

への理解と評価を高めること、②投資家、スタートアップ企業、JICA、その他エコシステム関係者間

のネットワーキングの機会を創出すること、③ピッチプレゼンテーションやプログラムに対するメディ

アの関心を醸成することの 3つを主な目的に、Demo Day Part 2（ピッチプレゼンテーション）の 1

～2週間前である 2022年 1 月 17 日に開催することとした。知識共有セッションにおいては、対象 5

か国の市場概要を提供するため、各国の有識者を集めたパネルディスカッションを設けた後、投資家

が個人の興味・関心に基づきより詳細な情報を入手できるよう、各国毎のブレイクアウトセッション

を設けることとした。 

イベント冒頭のパネルディスカッションでは、対象 5 か国の有識者と JICAの民間連携事業部長か

ら成るパネルが、スタートアップ企業支援に知見を有するエキスパートのファシリテーションのもと、

各国のスタートアップ企業への投資についてディスカッションを行った。各国の相対的な優位性や政

府が担う役割等、対象 5か国の投資環境に精通していない投資家においても、対象国の全体像を把握

できる内容に設定した。パネルディスカッションで得られた市場環境への理解を更に深める機会とし

て、2回にわたるブレイクアウトセッションを開催した。これらの各セッションは、マクロ経済に関

するプレゼンテーション、投資環境に関するプレゼンテーション、ネットワーキングと Q&Aから成る

3部構成で実施した。 

6.2 Demo Day Part 2（ピッチプレゼンテーション）の開催 

本アクセラレータープログラムを通じた PoCの実証結果を示し、潜在的な投資家とスタートアップ

企業を結び付ける場として、2022年 1月 27日に各スタートアップ企業がピッチプレゼンテーション

を行う Demo Day Part 2を開催した。当イベントの開催にあたっては、PoCの実証結果を次につなげ

るために「潜在的な投資家とスタートアップ企業を結び付ける」という目的を最大限達成すべく、イ

ベントの詳細を設計した。イベントの録画は後日 JICA の YouTubeチャネルで配信する等、出来る限

り多くの投資家がスタートアップ企業 15 社に興味・関心を抱くように工夫した。また、日程調整ア



全世界途上国における企業との連携強化に係る情報収集・確認調査 

ファイナル・レポート 2022 年 2月 

（要約) 

- xvi - 

プリの活用を通じ、Demo Day 後に投資家が興味を持ったスタートアップ企業と 1-on-1ミーティング

を簡単に設定できるようにした。なお、投資家からの投票に基づく Best Performing Award と JICA

が選定した JICA SDG Award の受賞企業は以下の通り： 

● Best Performing Award第一位：Packworks（フィリピン、eコマース） 

● Best Performing Award第二位：Plentina（フィリピン、フィンテック） 

● Best Performing Award第三位：Mayani（フィリピン、アグリテック） 

● JICA SDG Award：Clickncare（マレーシア、ヘルスケア） 

7. まとめと今後の活動への示唆 

7.1 本調査の実施効果の検証 

本調査の運営、参加したスタートアップ企業、JICAの組織目標のそれぞれの観点から高い効果が発

現されており、本プログラムが目的として掲げていた「参加スタートアップ企業の事業拡大」及び「SDGs

へのインパクトの更なる創出」は達成された。 

要約図表 7 評価指標に基づいた本調査・本アクセラレータープログラムの成果 

評価指標 成果 

本調査の運営に係る

評価指標 

応募企業の募集効果 • 200 以上のスタートアップ企業がプログラム

に応募 

• Demo Day Part 2（ピッチプレゼンテーショ

ン）には、少なくとも 37 社の投資を行う企業

（VC、コーポレート CV 等）が出席 

メディア・社会からの認知

度 

• 本プログラムのホームページは、応募期間の

9 月中に 4,500 件以上のビューを獲得 

• Facebook で掲載したプログラムの広告につい

ては、460 万以上のユニークビューを獲得 

コラボレーションの促進成

果 

• 35 の投資家がスタートアップ企業と関係を 

構築 

• スタートアップ企業のピッチプレゼンテー

ションについて、投資家から高い評価を獲得 

参加したスタート

アップ企業に係る評

価指標 

プログラムへの満足度 • スタートアップ企業から、プログラム全体へ

の満足度について、非常に高い評価（7 点中

6.8 点）を獲得 

生産性の向上度合い • スタートアップ企業は、合計 16 の新製品/機

能を発売/開発 

• スタートアップ企業は、約 14 万人の新規顧客

を獲得 

ビジネス知識の向上度合い • スタートアップ企業へのサーベイ調査による

と、プログラムを通じて、顧客セグメンテー

ションの考え方、バリュー・プロポジション



全世界途上国における企業との連携強化に係る情報収集・確認調査 

ファイナル・レポート 2022 年 2月 

（要約) 

- xvii - 

評価指標 成果 

の精緻化、ターゲット市場への戦略策定、ビ

ジネスフォーカスの特定について習得 

ビジネス機会の拡大度合い 

 

 

 

• 35 の投資家が Demo Day 後に、スタートアッ

プ企業との商談を開始 

• スタートアップ企業は、約 420 万 USD の資金

を新規調達 

JICA の組織目標達成

に向けた評価指標 

SDGs への効果 • スタートアップ企業は SDGs への貢献を加速 

• 特に、SDG1:貧困をなくそう、SDG3:すべての

人に健康と福祉を、SDG4:質の高い教育をみん

なに、SDG13:気候変動に具体的な対策を、を

中心にインパクトを創出 

広報資料の提供 • JICA の広報資料において、Moner Bondhu を 

取り上げる 

7.2 本調査からの学び 

本調査の実施及びその後の JICA との議論を踏まえ、今後同様のアクセラレータープログラムを実

施する際に、プログラム・デザインの観点から留意点を整理した。要約図表 8に示す通り、本アクセ

ラレータープログラムでの経験を踏まえると、効果的なプログラムを実施するための成功要諦・留意

点は 8つに集約される。 

要約図表 8 効果的なアクセラレータープログラムを実施する上での成功要諦 

成功要諦・留意点 次回以降に留意すべき点 

スタートアップ・エコシス

テムのプレイヤーと積極的

な協働を図る 

• スタートアップ企業へのアウトリーチ活動に加え、フォーラムでの講

演・ブレイクアウトセッションの開催、Demo Day に参加する投資家

の確保等、様々な活動において他のエコシステムプレイヤーとの協働

は効果的である 

• またスタートアップ企業は、本アクセラレータープログラムを通じた

他エコシステムプレイヤーへのアクセス獲得を高く評価している 

• よって、今後も本調査で得られたネットワーク等も活用した上で、各

種エコシステムプレイヤーとの協働を図る必要性が高い 

アクセラレータープログラ

ムの対象となる企業をより

細かく定めることで、プロ

グラムインパクトの拡大が

見込まれる 

• 本アクセラレータープログラムに参加したスタートアップ企業は、セ

クター、国、成熟度等、様々な側面で多岐に亘るため、企業毎に本プ

ログラムに求めるニーズも異なった 

• 例えばプログラムの対象企業を、セクター、国、成熟度等の要素のう

ち、一部特定の領域に定めることによって、より近いニーズを抱えた

スタートアップ企業に対しよりターゲットを絞った支援を行うことが

可能になる 
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本アクセラレータープログ

ラムの評価指標には、ビジ

ネス機会の拡大と SDGs へ

の効果が含まれるが、効果

的なメンタリングを行うた

め、メンターには特定の課

題に絞り集中的な支援を提

供するよう依頼する 

• メンターに、各スタートアップ企業が抱える多面的な課題全てに対応

するように求めると、ターゲットを絞った支援が困難になる 

• JICA とメンターの間で、メンタリングの開始に先立ち目標の優先順

位付けを行うことで、より重要な課題にメンタリングの時間を重点的

に活用することが可能になる 

アクセラレータープログラ

ムを通じて、投資適格性と

高い開発効果を兼ね備えた

ビジネスモデル及びピッチ

の作成を支援することは容

易ではない 

• 投資家の大半は、スタートアップ企業の有する SDGsへのインパクト

よりも投資適格性を重視している 

• 3 カ月という限られた期間では、SDGs への潜在的なインパクトが大き

いものの投資適格性が低いスタートアップ企業に対し、ビジネスモデ

ルの大幅な見直しを支援することは困難である。結果として、Demo 

Day 等では、SDGs への潜在的なインパクトが大きいスタートアップ企

業が十分に投資家からの注目を集めることが出来ない 

• このような企業が投資家から十分な注目を集めることが出来るよう

に、アクセラレータープログラムの中で大幅なビジネスモデルの見直

しを支援する場合は、6－9 カ月程度の期間を確保する必要が高い 

• 例えば、Demo Day の場では投資適格性に重点を置いたピッチを提供

した上で、別途 SDGs へのインパクトに関するレポートを JICA に提出

することを求める等、まずはプログラムの主眼を投資家からの関心を

得ることに据えることが重要である 

JICA NINJA ブランドとして 

明確なバリュー・プロポジ

ションを確立する 

• スタートアップ企業は本アクセラレータープログラムについて、ビジ

ネス基礎の網羅的な習得が可能であること、日本と東南アジア・バン

グラデシュの他企業や投資家との接点が持てること、ビジネスの専門

家から支援を受けられること、助成金を受領できること、等を高く評

価している 

• 他プログラムから差別化を図るため、事業実施前に明確なバリュー・

プロポジションを確立することが肝要である 

JICA 全体でプログラムの運

営に取り組み、また支援し

たスタートアップ企業を

フォローアップする 

• 過去に実施した類似プログラム（ケニアやベトナムで実施したプログ

ラム等）から得られた知見を十分に生かすことが必要である 

• そのために民間連携事業部は、各種プログラムの運営に関わった他部

署や現地事務所との連携を強化する必要がある 

• またプログラム終了後も、スタートアップ企業に対し、JICA 内で活

用できる他プログラムや、国内外の関係機関（スタートアップ・エコ

システム、産業団体等）を紹介することで、規模拡大を通じた開発効

果の実現を叶えることが可能である 

9週間でのアクセラレー

タープログラムの実施は、

非常に密度が濃いものの実

施可能である 

• 本アクセラレータープログラムに参加したスタートアップ企業やメン

ターの一部は、各フォーラムでの内容を十分に咀嚼するため、フォー

ラムの期間を長く設定することを求めた 

• プログラム期間の延長が難しい場合においては、ビジネスモデルの構

築に特に苦戦しているスタートアップ企業に対し、詳細なフォロー

アップを実施することで、限られた期間内でプログラムを実施するこ

とも可能である 
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スタートアップ企業間の協

働等を促進することで、各

社の事業規模や開発効果の

拡大が見込まれる  

• 本アクセラレータープログラムに参加したスタートアップ企業は、国

や業種等は異なるものの、事業規模や開発効果の拡大を目指している

という点で一致する 

• プログラム期間を通じ、企業間で課題に取り組んだり議論を深めたり

する機会を多く設けることで、スタートアップ企業間の協働の可能性

を追求し、更なるプログラム効果の発現を目指すことが可能である 

7.3 参加スタートアップ企業等への支援策案 

本アクセラレータープログラムに参加したスタートアップ企業が、更に SDGs へのインパクトを高

めていくためには、プログラム終了以降のフォローアップ活動が肝要である。かかる観点から、JICA

として実施する意義の高いスタートアップ企業各社へのフォローアップ活動は、要約図表 9に示す通

り、4つに大分される。 

 

要約図表 9 本アクセラレータープログラムに参加したスタートアップ企業に対するフォローアップ活動 

7.4 民間連携事業部としての事業展開の方向性 

まず、今後アクセラレータープログラムを実施する上では、大きく 2つの方向性が考え得る。一つ

目の方向性としては、本調査から得た学びを活かし、プログラム・デザインを適宜修正した上で、JICA 

NINJAアクセラレータープログラムを継続するというものである。学びをプログラム・デザインに反

映することで、より効果的なアクセラレータープログラムの設計・実施が可能である。プログラム効

果を最大化する観点から、プログラムの対象となるスタートアップ企業を絞り込むことが、特に有意

な修正案として挙げられる。具体的には、地域、セクター、成熟度、SDGsへのフォーカス度合い等の

パラメーターでプログラムの対象企業をより細かく絞り込むことで、各社の抱えるニーズによりマッ

チした支援を行うことが可能となる。二つ目の方向性としては、代替プログラムとして、日本企業の

ニーズを基にしたプログラムを展開することも考え得る。本アクセラレータープログラムでは、支援

対象である開発途上国のスタートアップ企業を選定した上で、彼らの事業に興味を有する日本国内外
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の投資家とのマッチングを図った。それに対し代替案では、SDGsの分野でパートナー企業を探してい

る日本企業が抱えるニーズを把握した上で、彼らのニーズに合致する開発途上国のスタートアップ企

業をプログラムの支援対象に選出するといったものである。このような形式を採用することで、開発

効果を発現しながら、より日本企業に裨益し得るプログラムの運営が可能になる。 

本調査を基としたアクセラレータープログラムを実施すると同時に、民間連携事業部として新たな

事業ポートフォリオを検討するといった方向性も重要である。まず、これまで民間連携事業部は、日

本の企業・団体の開発途上国への進出・規模拡大に向けた支援事業を中心に取り組んできた。一方で

それほど取り組んでこなかった性質の事業は、複数の企業・団体に対し同時に支援を提供するもの、

JICA 自身が他機関とのパートナーシップの締結を模索するもの、開発途上国の企業に対し直接支援

を提供するもの等である。今後の方針をより抜本的に見直すためには、既存の枠組みにとらわれず様々

な支援の在り方を検討することが好ましい。 

そしてそのためには取るべきステップは、要約図表 10 の通り大きく 3つに整理される。まず、民

間連携事業部として果たすべき役割に立ち返ることが重要である。ここでは、他の国際援助機関の民

間連携事業の実施状況やその支援内容について理解を深めた上で、改めて JICA として民間連携事業

の実施を通じ目指すターゲットを明確にする。次のステップとしては、現在実施している事業ポート

フォリオによって係るターゲットはどの程度実現されているのか、また実現されていない部分につい

ては何がボトルネックとなっているのかを明確にする必要がある。2つのステップを通じ、民間連携

事業部として果たすべき役割の再定義を行い、役割を果たす上で現在の事業ポートフォリオにはどの

ようなギャップが存在するのか、またそのギャップを埋めるためには民間連携事業部としてどのよう

な新しい役割・権限を担う必要があるか、を検討することが可能である。 

 

要約図表 10 民間連携事業部として新しい事業を形成する上で必要なステップ 
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第1章 本調査の概要 

 調査の背景・目的 

開発途上国の経済社会開発や国連の持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向けて、従来の政府開発

援助（ODA）に加え、民間セクターの資本を活用することの重要性が近年高まりを見せている。更に

同時並行的に、世界的な情報化やデジタル技術の普及、金融緩和等に伴い、様々な社会的・経済的課

題に取り組むスタートアップ企業の創業・成長が全世界的に拡大していることは、国際開発の観点か

ら注目すべき潮流である。かかるスタートアップ企業が有するイノベーティブな発想や技術が、今後

も持続的に開発途上国の人々の生活の質、社会の在り方を大きく変化させ、社会をより繁栄させるこ

とが期待されている。 

このような観点から JICAは 2020年 1 月に、新興国における起業家支援やビジネスイノベーション

創出を事業目的に据えた Project NINJA (Next Innovation with Japan) を立ち上げた。日本の ODA

の実施機関である JICA が、開発途上国の社会の繁栄に通じるスタートアップ企業の事業拡大とイン

パクト創出を図る上では、①現地スタートアップ企業との連携強化、及び②日本企業と現地スタート

アップ企業のネットワークの強化、という 2つの重点課題に取り組む必要がある。この点、日本国内

のスタートアップ企業支援を行う中小企業・SDGsビジネス支援事業とは異なり、開発途上国の現地ス

タートアップ企業に特化した Project NINJA は、今後の JICAの民間連携事業のあり方を検討する上

で試金石となり得る事業である。 

2020年にケニアで実施した NINJA Accelerator 2020 で得られた経験等を踏まえ、「全世界途上国

における企業との連携強化に係る情報収集・確認調査」（以下、本調査と言う）では、SDGsの達成に

貢献し得る事業を展開するインドネシア、マレーシア、タイ、フィリピン及びバングラデシュのスター

トアップ企業に対し JICA NINJAアクセラレータープログラム 2021（以下、本アクセラレータープロ

グラムと言う）等の各種支援を提供することで、各企業の事業拡大並びに SDGs へのインパクトの更

なる創出を目指す。併せて、JICAが開発途上国の経済社会開発や SDGsの達成に向け更なる貢献を図

る上で、いかにして開発途上国のスタートアップ企業や日本企業との連携強化を図るべきか、効果的

なアプローチについて検討を進めることも目的に据える。 

 調査の実施スケジュール 

上記目的を満たすために、仕様書で当初提示された業務内容は以下の通り（括弧にて本報告書にお

いて対応する章を記す）。 

● インセプション・レポートの作成（第 2章） 

● 現地スタートアップ企業等を取り巻く環境に係る基礎情報の収集・確認（第 2章） 

● 途上国における現地スタートアップ企業等との連携に関心を有する日本国内の機関等に係る基礎

情報の収集・確認（第 2章） 

● 途上国における現地スタートアップ企業等との連携のあり方の検討（第 2章） 
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● 現地スタートアップ企業等との連携の具体的な実施（第 3～6章） 

● 方策案に基づく実施結果の検証、及び方策案の修正に係る検討（第 7章） 

これらの業務内容を網羅するため、本調査では図表 1の作業計画に沿って各種活動を実施した（括

弧にて、本報告書の各活動に係る記載箇所を記す）。より詳細なスケジュールは、「2.4途上国におけ

る現地スタートアップ企業等との連携の在り方の検討」の図表 10に示す。 

 

図表 1 本調査の作業計画 
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第2章 基礎調査の実施 

 インセプション・レポートの作成 

本調査実施に先立ち、文献情報及び国内調査・ヒアリングを中心に調査設計に係る分析・検討を行

い、業務計画書及びインセプション・レポートを作成、①調査計画、②作業工程、③要員計画等から

成るインセプション・レポートを 2021年 8月に JICA へ提出した。 

 現地スタートアップ企業等を取り巻く環境に係る基礎情報の収集・確認 

対象 5ヵ国（インドネシア、タイ、マレーシア、フィリピン、バングラデシュ）について、関連文

献と刊行物、統計データ等を中心としたデスクトップ調査、及び各国におけるスタートアップ業界の

エキスパートや関連企業へのヒアリング調査を完了した。各国のスタートアップ企業を取り囲むエコ

システムおよび事業環境について取りまとめた結果は、JICAの本部および各国事務所に対し報告した

ほか、得られた示唆は「2.3 途上国における現地スタートアップ企業などとの連携に関心を有する 

日本国内の機関等に係る基礎情報の収集・確認」に反映した。 

各国の調査概要について 2.2.1 - 2.2.5にまとめる。スタートアップ企業を取り囲むエコシステム

としてはインドネシアが最も成熟しており、スタートアップ企業数、および資金調達総額において抜

きんでている。次点でマレーシア、フィリピンの順にスタートアップ企業数が多い。タイとバングラ

デシュについては､まだ発展途上にあるものの､これからの発展が大いに期待される市場環境である｡

なお、調査結果の詳細については、最終報告用附属資料 1（スタートアップ・エコシステムの調査結

果）に記す。 

2.2.1 インドネシア 

● スタートアップ企業・エコシステムの概要 

— 東南アジアでスタートアップ企業のエコシステムが最も成熟している国の一つ。 

— 2.5 億人を超える大きな人口、これまでのスタートアップ企業の成功事例、テクノロジーに精

通した若年層が多いこと等を背景に、近年は更にスタートアップ企業の数が増加。 

● 特徴（強み、課題） 

— 経済成長を続けており、2020 年以前は年率約 5％、2020 年についても 3%～4%程度の GDP 拡大

が見込まれる。インターネット普及率は近年高まっており、足元では 50%を超える水準にある。 

— インドネシアのスタートアップ企業に対しては、国内外の投資家からの注目も厚く、事実東南

アジア他国に比べて 1回あたりの投資額が大きい。シード期のスタートアップ企業の平均調達

額は約百万 USD。 

— 一方、スタートアップ企業が事業拡大を図る上での課題としては、各種規制の不透明さや、都

市部と地方部の格差等が挙げられる。 



全世界途上国における企業との連携強化に係る情報収集・確認調査 

ファイナル・レポート 2022 年 2月 

- 3 - 

● 注目セクターとスタートアップ企業 

— eコマース分野の bukalapak、tokopedia、旅行分野の traveloca、ロジスティクス分野の gojek、

J&T Express、フィンテック分野の OVO と、これまで 6 社のユニコーンを輩出（bukalapak は

2021年に上場達成）。 

— eコマースや eペイメントの分野はスタートアップ企業数も多く競争が激しい。 

— 島国であるためロジスティクスがビジネス上の課題になりやすい特徴があり、同分野に取り組

むスタートアップ企業が存在。具体的には、ロジスティクスのコストが GDP に占める割合につ

いて、タイは 16％程度であるのに対しインドネシアは 24％程度にも達する。ロジスティクスの

効率化に資すイノベーションは、経済活動の観点から重要性が高い。 

● 関連政策 

— 国家戦略「Making  Indonesia  4.0」において、自動車、電子機器、化学、繊維･アパレル、飲食

料品の分野が 2030年までの重点領域に定められており､特に当該分野におけるスタートアップ

企業の活動が後押しされている。 

● 成長ステージ毎のエコシステム 

— 図表 2に示す通り、研究開発段階の支援からある程度大型の資金調達まで、成長プロセス全体

を支えるエコシステムができており、Plug & Play のように世界的に著名なアクセラレーター

も進出している。 

— スタートアップ企業は、研究開発およびコンセプト検証を行うシード期から、規模拡大に向け

た適応を行うアーリー期まで、適切な資金調達を行い、様々なアクセラレーションプログラム

を活用の上、ソリューションを磨き上げることが可能。 

— 国外資本も含めた投資家が市場に参入しているため、アーリー期以降も、IPO を含めたイグジッ

トまで成長を続けることができる環境が整っている。 

— ただし、スタートアップ企業数も多いことから激しい競争を勝ち抜く必要がある。 

 

図表 2 インドネシアにおけるスタートアップ・エコシステムのステークホルダー概要 
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2.2.2 マレーシア 

● スタートアップ企業・エコシステムの概要 

— レイター期向けの支援環境が限定的である一方、シンガポールやインドネシアに近い地理的な

要件や政府の積極的な支援があり、シード／アーリー期のスタートアップ企業にとっては魅力

的な環境が整っている。 

— もっとも、国内の市場規模や人材プールは他国に比べ限定的であるため、マレーシアを拠点と

するスタートアップ企業は成長を求めてシンガポールなど、よりスタートアップ・エコシステ

ムが充実した環境へと移転していく傾向にある（Grab等)。 

— なお、この背景にはマレーシアではシード期以降のスタートアップ企業に対する投資のうち半

分以上が、国外から来ている特性もあると考えられる。 

● 特徴（強み、課題） 

— スタートアップ・エコシステムは黎明期と言えるが、政府の支援が充実しており、創業間もな

いスタートアップ企業にとっては魅力的な環境が整っている。 

— 多民族国家であり、英語を話せる人口が多いこと、また規模の大きいインドネシア市場や、成

熟性の高いシンガポール市場へのアクセスが良い。 

— 一方､人口 3,000万人に満たず国内市場での規模拡大に向けた余地が大きくないことや､優秀な

人材がシンガポールなど国外に流出しやすく、スタートアップ企業に参画する人材層が薄いこ

とは課題である。 

— 89%を超える高いインターネット普及率を備えている。 

— シード期のスタートアップ企業の平均調達額は約 0.2百万 USDとなっている。 

● 関連政策、政府支援 

— スタートアップ企業支援を行う政府関連機関（MaGIC）が、スタートアップ企業を含む様々なエ

コシステムのプレイヤーに、ビジネスケイパビリティの構築を始めとした支援を提供。 

— ｢Malaysia Digital Economy Blueprint(MyDigital)｣といった国家戦略により､2,000万マレー

シアリンギット以上の投資への税制優遇等の措置もとられており、スタートアップ企業の成長

が後押しされている。 

● 成長ステージ毎のエコシステム 

— 図表 3 に示す通り、500 Southeast Asiaや Cradle Fund といったシード期からアーリー期を

対象とする投資家は相応にいる一方で、シリーズ A以降を担うベンチャーキャピタル（VC）な

どの投資家層が薄い。 

— スタートアップ企業にとっては、シード期から国外の投資家と接点を持ち、資金調達をして事

業のブラッシュアップを行うことが出来る環境が整っている。 

— それ以降のステージにあるスタートアップ企業は、シンガポールやインドネシアのエコシステ

ムへと入り込んでいき、国外でさらなる成長機会を模索することが多い。 
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図表 3マレーシアにおけるスタートアップ・エコシステムのステークホルダー概要 

2.2.3 タイ 

● スタートアップ企業・エコシステムの概要 

— エコシステムは黎明期にあるといえる。インキュベーターやアクセラレーターの層はいまだ限

定的であり、現在は主として企業のバックアップにより、特定の業界やセクターに絞った投資・

支援のみが行われている。 

— コングロマリット企業がエコシステムをリードしており、スタートアップ企業へ包括的な支援

を提供している。スタートアップ企業の成長プロセスを踏まえると、規模拡大に向けた対応以

降の成長プロセスで特にエコシステムのプレイヤーが不足しており、ホワイトスペースとなっ

ている。 

● 特徴（強み、課題） 

— シード期のスタートアップ企業に対する資金提供は国内資本が中心であり、外国資本の全体に

占める割合は 2割にも満たない。これは近隣国と比べても低い水準である。シード期のスター

トアップ企業の平均調達額は約 0.2百万 USDとなっている。 

— 人口は約 7,000 万人である。インターネット普及率は 75%と高く、テクノロジーに明るい人材

が多いほか、様々なビジネスコストが相対的に安価である。 

— 一方で、英語話者が限られるなどの言語の壁の問題があることや、インキュベーターの多くが

企業のバックアップによるもので、投資を行う分野が限定的であること、優秀な人材層の獲得

が容易でないことなどが課題としてあげられる。 

● 関連政策、政府支援 

— 政府機関である Thailand’s Board of Investment (BOI)を通じて、スタートアップ企業への

投資に対して税制優遇などの措置が取られている。 

— タイ政府では「Thailand 4.0」という国家戦略のもと、Industry 4.0になぞらえた経済発展を

目指しており、スタートアップ企業の成長が後押しされている。 
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● 成長ステージ毎のエコシステム 

— 図表 4に示す通り、アーリー期から事業規模拡大を目指すミドル期・レイター期を支援する層

は、エコシステムにおいてホワイトスペースとなっている。 

— スタートアップ企業は、主に国内資本からシード期の資金を得て、同国企業の注目する分野を

中心にアクセラレータープログラムなどへ参加しながら成長を目指すことが多い（e コマース

やフィンテック、および教育への注目度が高い)。 

— その後の成長のためには国外市場や資本にも目を向ける必要があり、よって英語を話せる人材

の確保が成功要諦となる場合が多い。 

 

図表 4 タイにおけるスタートアップ・エコシステムのステークホルダー概要 

2.2.4 フィリピン 

● スタートアップ企業・エコシステムの概要 

— 東南アジアでベトナムに次いで急速な経済成長を遂げている同国は、英語を話せる人材が多い

という国外資本と連携しやすい環境を有する一方で、外資規制等を背景に、スタートアップ企

業のエコシステム構築には制約が存在する。 

— また金融機関の口座を保有していない層が多くいるため、ペイメント等の観点で事業化の際の

マネタイズに難しさがある。 

● 特徴（強み、課題） 

— エコシステムは黎明期にある。投資家層が限定的、アクセラレータープログラムの提供が企業

のバックアップによるものが多い、などの特徴がある。 

— シード期の投資は国内資本が中心で、国外資本の比率は 30%である。シード期のスタートアッ

プ企業の平均調達額は約 0.2百万 USDとなっている。 

— 市場の特性としては、1 億人を超える人口を有し、また若い世代を中心に SNS 上での活動が活

発であることが挙げられる。なお、インターネット普及率は約 47%となっている。スタートアッ

プ企業への支援としては、オーナー系コングロマリット企業が強い存在感を放っている。 
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— 一方で、外資規制による投資環境の制約や、金融機関の口座とクレジットカードを保有する人

口割合はそれぞれ 20%、3%程度と極めて低く、資金調達や事業のマネタイズにおいて難しさを

抱える。 

— 消費者の消費行動も保守的と言われており、新しい製品やサービスにとっては同じくマネタイ

ズ上の課題につながっている。 

● 関連政策、政府支援 

— ｢Philippines roadmap for Digital Startups」などの国家戦略が設けられているほか、「The 

Philippine Innovation Act and the Innovative Startup Act」などの関連法案の策定も進展

しており、総じてスタートアップ企業へのサポートエコシステムを醸成していく機運が高まっ

ている。 

● 成長ステージ毎のエコシステム 

— 図表 5に示す通り、シード期のスタートアップ企業に対する投資が中心である。一方、アーリー

期以降の投資家層が薄く、エコシステムにおけるホワイトスペースになっている。 

— スタートアップ企業は、シード期にはファミリーファンドやエンジェル投資家からの投資を受

け、Globe Telecomなどの大手企業がバックアップするアクセラレータープログラムを活用し

ながら事業開発を行っていくことが多い（分野としては eコマースやフィンテックへの注目度

が高い）。 

— レイター期以降については、英語を話す人材が多いという環境を生かしつつ、国外も含めて成

長機会を模索することが多い。 

 

図表 5 フィリピンにおけるスタートアップ・エコシステムのステークホルダー概要 

2.2.5 バングラデシュ 

● スタートアップ企業・エコシステムの概要 

— 新興のエコシステムであり、まだ発展途上にあるものの、近年政府によるビジネス環境改善の

取り組みが進み、エコシステムの構築が徐々に始まっている。 
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— スタートアップ企業のメンターや資金、人材へのアクセスが限られていることが課題である。 

● 特徴（強み、課題） 

— 2023年には e コマース市場が倍増するとも目される同国では、平均年齢 28 歳という人材の若

さと、毎年 5,000 人以上の IT プロフェッショナル人材が市場に輩出される環境を背景に、ス

タートアップ企業も増え始めている。もっとも現時点でのインターネット普及率は 13%程度と

限定的な水準にある。 

— スタートアップ企業に対する投資のうち 29%は国外から来ており、米国に次いで隣国のインド

からの投資が多い。 

— 市場の特性としては、1.3 億人を超える人口を有するものの、スタートアップ企業を支える人

材プールが限定的である。また、国内における投資総額は GDP の 0.04%と極めて限定的な水準

に留まっている。このように､スタートアップ企業及び投資家の双方に､拡大余地が大いにある｡ 

● 関連政策、政府支援 

— 関連政策としては、政府機関の IDEA Project および Startup Bangladesh Limited 等により、

プレシード期のスタートアップ企業に対し助成金が提供されているほか、シード期以降の企業

に対する投資インセンティブが与えられている。 

— これらのファンドはシード期のスタートアップ企業向けに 11 百万 USD ものファンドを提供し

ているほか、テクノロジー企業を支援するための 28のハイテクパークも設立されている。 

● 成長ステージ毎のエコシステム 

— 図表 6に示す通り、プレシード～シード期が中心であり、アクセラレータープログラムの数や

投資家の層は全体的に不足している。 

— スタートアップ企業は、シード期には政府の提供するファンドや助成金等を活用した上で、国

内外の機会を模索しながら成長の道筋を立てることが求められる。分野としては eコマースや

ヘルスケア、教育への注目度が高くなっている。 

 

図表 6 バングラデシュにおけるスタートアップ・エコシステムのステークホルダー概要 
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 途上国における現地スタートアップ企業などとの連携に関心を有する 

日本国内の機関等に係る基礎情報の収集・確認 

文献・公開情報調査及びエキスパートへのヒアリング調査等を通じ、日本国内の企業や公的機関に

よるスタートアップ企業への支援活動状況を調査・分析した。主な国内企業、自治体、大学、支援機

関等について、役割毎の区分に応じて代表的なプレイヤーを図表 7に整理する。なお、調査結果の詳

細については、最終報告用附属資料 1（スタートアップ・エコシステムの調査結果）に記す。 

 

図表 7 途上国における現地スタートアップ企業等との連携に関心を有する日本国内の機関の例 

スタートアップ企業への支援提供に携わる機関を大分すると、投資家（企業や VC）、インキュベー

ター／アクセラレーター、政府機関、大学（投資家やアクセラレーターとしての側面も持つ）に整理

できる。それぞれの特徴を以下にまとめる。 

● 投資家：投資家によって主とする投資領域（シード／アーリー／レイター期等）が異なる。また、

投資対象とする地域もファンドごとに定められている。特に、East Ventures、Cyber Agent Capital、

Z Venture capital、STRIVE、Global Brainといった先が、今回の対象国への投資実績を多く有

する。なお、現時点での日本の VCの投資規模は限定的であり、またその成長スピードは他国に比

べ遅い。スタートアップ企業へのサポートシステムの拡充に向けては、VCの投資規模が日本の経

済規模に見合うほどに成長することも重要である。 

● インキュベーター、アクセラレーター：単独開催のほか、運営を外部委託の上実施するケース、

Plug and Play のように国外の著名なプログラムが進出しているケースなど、多様な形態が存在

する。主にシード／アーリー期のスタートアップ企業を対象に実施されている。 

● 政府機関・NPO 等：助成金を活用し、研究開発や PoC を支援するケースが多い。活発に支援を行

う自治体も存在し、独自の支援プログラムを設けることでスタートアップ企業の誘致を促進する

ほか、地域課題の解決に資するソリューションを有する企業や地域企業を対象とした支援を行っ

ている。 
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● 大学：大学の保有する技術をコア技術とした大学発スタートアップ企業を輩出するインキュベー

ターとしての側面と、自前の大学発スタートアップ企業への支援にとどまらず、技術に関する目

利き力等を生かして広くスタートアップ企業へ投資するファンドとしての 2 つの側面がある。こ

の他にも、スタートアップ企業に対し、アカデミアとの連携支援や大学を拠点としたネットワー

キング機会の創出、授業と連動させた人材の育成・排出など、多岐にわたる価値提供を行ってい

る。 

既に東南アジアへの投資実績がある VC 等とは、本調査立ち上げ初期から連携を図った。アクセラ

レータープログラムに関心を抱き得るスタートアップ企業へのアウトリーチ及び応募企業の選定等に

おいて、同社の協力を得たほか、本アクセラレータープログラム内での講演の提供、Demo Dayへの参

加等も依頼した。なお「第 3章 スタートアップ企業の募集・抽出」で述べるように、これらの国内

VCに限らず、対象国の投資家やインキュベーターやアクセラレーターにもアウトリーチを行い、彼ら

の意見も聴取したほか、連携の可能性を模索した。 

Demo Dayの開催に向けては、現地対象国への関心度合いを確認しながら、リストアップした投資機

能を有する各プレイヤーへの声かけを行った。詳細は「5.1 投資家へのアウトリーチ」にて述べる。 

 途上国における現地スタートアップ企業等との連携の在り方の検討 

上記調査等を踏まえ、具体的な現地スタートアップ企業等との連携の在り方の検討を進めた。対象

5ヵ国におけるスタートアップ企業との連携の在り方について得た主な示唆は図表 8の通りである。 

図表 8 現地スタートアップ企業との連携におけるポイント 

国 名 連携におけるポイント 

インドネシア プレシリーズ A のスタートアップ企業を中心に、より大きな規模の資金調達に対す

るニーズが高い。 

アクセラレータープログラムは多く開催されているため、スタートアップ企業や投

資家からより高い関心を集めるためには、プログラム独自の特色を出していく必要

がある。 

マレーシア、 

タイ 

他の東南アジア諸国や日本市場への進出等を通じ、規模拡大を模索しているスター

トアップ企業との連携可能性が高い（参考例：マレーシアから見たシンガポール市

場）。 

フィリピン 同国のエコシステムではコングロマリットが中心的な役割を担っており、価値提供

を明確にした上でそれを広く広報することで、アクセラレータープログラムとして

差別化を図ることが可能である。 

バングラデ

シュ 

スタートアップ・エコシステムはまだ黎明期にあるため、規模拡大よりもまずは事

業立ち上げにフォーカスした支援へのニーズが高い。 

プロダクト・マーケット・フィットに到達しているか否かや、チームのケイパビリ

ティ等にフォーカスして、支援するスタートアップ企業を選定する必要が高い。 

 

また、国内外の投資家との意見交換によって得られた主な示唆について図表 9にまとめる。 
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図表 9 現地スタートアップ企業との連携に関する投資家からの示唆と連携における方針 

投資家からの意見 連携における方針 

「チーム」と「市場」が常に評価の大きな軸になる

要素である。よいチームは高いモメンタムを保ち、

短い期間で多くの成果を出すことができる。 

チームのコラボレーション力や、チームメン

バー間の経験・経歴のマッチ度合い等を、一

次審査の評価基準に加える。 

各国における優秀な人材の供給を考えると、インド

ネシア、ベトナム、タイが有望な市場ではないか。

当社としては、バングラデシュは現在投資対象では

なく、現地の法規制等についてもよく把握できてい

ないのが実情である。（日本人投資家） 

現地の投資環境や規制の状況について投資家

の理解を促進するため、Demo Day 等に参加す

る投資家向けに知識共有を行うネットワーキ

ングイベントを開催する。 

 

人口やユニコーンの数を、各国の市場規模やスター

トアップ・エコシステムの成熟度の近似指標として

重視している。同指標を踏まえ、現在はインドネシ

ア、シンガポール、ベトナムに注力している。（日

本人投資家） 

本調査の対象外である市場に関心を寄せてい

る投資家に対しても、対象国の高いポテン

シャルを示すことで、同市場への将来的な投

資を検討するきっかけを提供する。 

投資のリターンとイグジットまでの期間、現在のト

ラクション、リスクの 3 点が投資の際に主に見てい

る項目である。よって、各スタートアップ企業の、

現時点での売上高、成長・生産性向上に向けたポテ

ンシャル、潜在リスクを複合的に精査の上、投資対

象を定めている。（日本人投資家） 

トラクション、売上および成長率について、

一次審査の評価基準に加える。 

 

 

上記にて得られた示唆等も踏まえ、本アクセラレータープログラムの設計を進めた。検討の結果、

本プログラムは、メンタリング等のサポートを活用しながらスタートアップ企業各社がビジネスモデ

ル等に係る検討を行うフィールド（実践の場）と、参加するスタートアップ企業が一堂に会しビジネ

ス構築に係る講義を受けるフォーラム（座学）の 2つの要素を組み合わせた「フィールド＆フォーラ

ム」の形式で実施することとした。本形式の詳細については、「第 4章 現地スタートアップ企業等と

の連携の具体的な実施」にて述べる。また、スタートアップ企業や投資家へのアウトリーチ活動を進

める上では、他のプログラムとの明確な差別化を図ることが肝要であるため、本アクセラレータープ

ログラムのバリュー・プロポジションは以下 6点に集約することにした： 

1. スタートアップ企業各社に経験豊富な経験を有する専門家を専属メンターとして配属し、ビ

ジネスモデルの構築及び各社が抱える課題解決に向けた支援を提供 

2. 日本のマーケットや投資家との関係構築の機会を提供 

3. ビジネスの構築に係るフレームワーク・知識を包括的に習得するため、各種講義・インテラ

クティブなディスカッションセッションを提供 

4. アクセラレータープログラムへの参加費用を賄うため、最大約 3万 USDの資金を提供 

5. 東南アジア及びバングラデシュから参加する他のスタートアップ企業と関係を構築する機会

を提供 

6. 株式の譲渡等の条件を課していない無償・無料のプログラムを提供 

係る形式で本アクセラレータープログラムを実施することに鑑み、図表 10の通りスケジュールを

策定した。 
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図表 10 本調査のスケジュール 

基礎調査・準備期間については、まず 3週間の基礎調査期間を取り、既存のスタートアップ企業の

エコシステムに関する調査に加え、国内投資家の関心度の把握、募集要項の草案作り、アウトリーチ

戦略の策定などを行った。並行して 4週間をアウトリーチの準備にあて、本アクセラレータープログ

ラムのホームページのデザインや申込フォームの作成を行ない、また情報拡散のための詳細なコミュ

ニケーション計画を立案した。本アクセラレータープログラムの募集開始は 2021 年 9月 1日とし、

9月 20日までの約 3週間､応募状況のモニタリングと継続的なアウトリーチ活動を行った。募集終了

後はキックオフに間に合うよう、下記のプロセスに則り、3週間で一次の書類審査、二次のピッチ審

査を行い、ファイナリストには確定後速やかに結果を通知した。なお、より具体的な募集・抽出手法

は、「第 3章 スタートアップ企業の募集・抽出」にて述べる。 

1) 一次審査（国内予選、書類審査）：募集要領に記載された要件を満たす対象5か国の応募企業から、

評価基準（SDGsとの関連性、ビジネスの成熟度、体制面の成熟度）に基づき、二次審査に進む企

業を国ごとに約6社ずつ選定。 

2) 二次審査(国内予選､ピッチ審査)：評価基準にピッチパフォーマンスを加え､一次審査を突破した

スタートアップ企業のピッチ審査を実施。パネリスト（現地国やスタートアップ業界に関する外

部エキスパート）の助言を踏まえて、JICAの各国事務所がファイナリスト3社をそれぞれ選定（5

か国から合計15社のファイナリストを選定）。 

3) ファイナリストに選ばれたスタートアップ企業各社とは、PoC(Proof of Concept)をJICAと連携し

て推進することを定めた契約を締結。 
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本アクセラレータープログラム期間には、2021年10月中旬から全3回のフォーラムを開催する等、

PoCに係るガイダンスを始め、スタートアップ企業に各種支援を提供した。特にプログラム後半には、

インターナル・ピッチや Demo Day等の各種イベントに向けた準備を進めるよう、スタートアップ企

業を指導した。なお、プログラム開始から Demo Dayまで、各社に専任のメンターを配属した。 

投資家向けのイベントとしては、前述の通り、各スタートアップ企業がピッチプレゼンテーション

を行う Demo Dayに加え、対象 5か国の市場環境への理解を深めるためのセッションを設ける必要性

を認識した。よって、ピッチプレゼンテーションに先立ち、市場環境の理解を深めるための「知識共

有セッション」を設けることとした。具体的には、Demo Dayを Part 1と Part 2に分け、2022年 1

月 17日に前者として「知識共有セッション」を、1月 27日に後者として「ピッチプレゼンテーショ

ン」を開催する運びとなった。Demo Dayには国内及び対象国の投資家を参加者として招待すること、

また Part 2（ピッチプレゼンテーション）では、参加投資家の投票及び JICAの評価に基づき、特に

優秀なスタートアップ企業の表彰を行うこととした。更には、参加投資家のスタートアップ企業への

投資の実現可能性を高めるため、2022 年 2 月に希望する投資家とスタートアップ企業の 1on1 セッ

ションを開催することとした。なお、COVID-19の世界的感染が続く中、全イベントのオンラインでの

開催が余儀なくされた。これら詳細は、「第 6章 Demo Day の開催」にて述べる。 

なお､本調査を実効的に進めていくための体制として、JICA関係者との連携を次のように構築した。 

● 民間連携事業部担当者とは、週次で定例打合せを実施 

● 対象 5ヵ国の JICA各国事務所とは、週次で進捗報告会を開催 

● ステアリング・コミッティとは、月次で進捗報告会を開催 

 評価指標の設定 

参加スタートアップ企業の募集に先立ち､本調査・本アクセラレータープログラムの評価指標につ

いて、以下の通り定めることを決めた。 

● 本調査の運営に係る評価指標 

— 応募企業の募集効果：プログラムに応募したスタートアップ企業の数、Demo Dayに出席した投

資家の数 

— メディア・社会からの認知度：ソーシャルメディア上の広告やプログラムのホームページのペー

ジビュー数 

— コラボレーションの促進成果：結び付けたスタートアップ企業と投資家の数、投資家のDemo Day

への参加の満足度 

● 参加したスタートアップ企業に係る評価指標 

— プログラムへの満足度：参加スタートアップ企業からのフィードバック・サーベイ結果 

— 生産性の向上度合い：プログラムに参加したことによるビジネス面での効果 

— ビジネス知識の向上度合い：プログラムに参加したことによるビジネス知識面での効果 

— ビジネス機会の拡大度合い：プログラムを通じて出会った、自社への関心を有す投資家数 
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● JICAの組織目標達成に向けた評価指標 

— SDGsへの効果：プログラムを通じ、SDGsに貢献し得るビジネス構築に取り組むスタートアップ

企業の数 

— 広報資料の提供：JICAの広報資料で取り上げ得る、社会問題に取り組む起業家の数 
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第3章 スタートアップ企業の募集・抽出 

 スタートアップ企業の募集 

本アクセラレータープログラムの公式ホームページ（https://www.jicaninjaaccelerator.com/）

を立ち上げた上で、2021年 9月 1日から 9月 20日にかけて、インターネットを通じて参加企業の公

募を実施した。また、プログラムの実行性を高めるために現地市場関係者とのコラボレーション体制

の構築、ネットワーキングセッションの企画・運営、および JICA 現地オフィスを含む調査推進体制

の構築を図った。具体的な活動は次のとおり。 

● プログラム推進のため、対象 5ヵ国の現地関係者とのコラボレーションを促進した。 

— 50を超える現地インキュベーター、アクセラレーターに連携を打診した。 

— のべ 20のインキュベーター、アクセラレーターから、対象各国のスタートアップ企業に対する

アウトリーチ活動において協力を得た。図表 11に示すインキュベーター、アクセラレーター

の概要は以下の通り： 

› Strive: 日本、東南アジア、インドのシード期からシリーズ B期のスタートアップ企業を

主な対象に支援・資金を提供する日本の VC 

› Intres Capital Partners: デジタルテック系のアーリー期のスタートアップ企業への投

資に特化した Axiata Digital Innovation Fundを運営するマレーシアの VC 

› Global Brain： 機関投資家や事業会社等とファンドを運営し、シード期からポスト IPOま

での幅広いスタートアップ企業に、それぞれの成長ステージに応じた支援を提供する日本

の VC 

› Malaysia Digital Economy Corporation (MDEC)： マレーシアにおけるデジタル経済の促

進をミッションに掲げる、マレーシアの通信マルチメディア省傘下の政府機関で、デジタ

ルテック系のスタートアップ企業を中心に支援を提供 

› Malaysia Global Innovation & Creative Centre (MaGIC)： マレーシアの科学技術革新

省傘下の政府機関で、スタートアップ企業に対し、ケイパビリティ構築プログラムや市場

へのアクセス、資金調達の機会等を提供 

› KUMPUL：インドネシアのアクセラレーター/インキュベーターであり、幅広い業種のスター

トアップ企業のキャパシティ構築のため 20以上のプログラムを提供 

› Scaleup Malaysia： マレーシアのアクセラレーター/インキュベーターであり、シード期

の幅広い業種のスタートアップ企業にキャパシティ構築のための支援を提供 

› Endeavor Philippines： 世界 40カ国以上で 2,000以上のスタートアップ企業を支援する

世界最大級の起業家支援コミュニティである Endeavor Groupのフィリピン拠点として、

メンタリング等の支援をスタートアップ企業に提供 

— 応募期間中に、ソーシャルメディアを通じたプロモーションで、現地 5ヵ国で累計 460万のユ

ニークビューを獲得した（図表 12）。 

— 応募期間中に、公式ホームページに約 4,500件のアクセスを得た（図表 12、図表 13）。 
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— 国内外の投資家との意見交換を行い、本調査全体に対するフィードバックを得たほか、うち 5

社から Demo Dayへの参加の確約を得た。 

● 各種ウェビナーの企画・運営 

— インドネシア向けのウェビナー（2021年 8月 27日） 

— バングラデシュ向けのウェビナー（2021年 9月 7日） 

— マレーシア工科大学をゲストに招いたマレーシア向けのウェビナー(2021年 9月 9日) 

— マレーシアの Malaysia Digital Economy Corporation（デジタル経済の推進において中心的な

役割を担う、Ministry of Communications and Multimedia 傘下の機関）とのディスカッショ

ンセッション（2021 年 9月 15日） 

 

図表 11 アウトリーチに際し連携したインキュベーター・アクセラレーター（抜粋） 

 

図表 12 情報拡散に活用した SNSおよびメディア 
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図表 13 公式ホームページ 

 

図表 14 ウェブサイトおよび Facebook広告のアクセス結果 

募集の結果、対象 5ヵ国より 216社のスタートアップ企業からの応募を得た。応募スタートアップ

企業について、国別、分野別の内訳を図表 15および図表 16に整理する。インドネシア、マレーシ

ア、タイ、フィリピンについては約 20から 40程度の応募があったのに対し、バングラデシュでは 100

以上の応募を得た。これは、同国では他に多くのインキュベーター・アクセラレータープログラムが

実施されていないことに起因するものと考えられる。 
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図表 15 国別の応募スタートアップ企業数 

 

図表 16 国別・分野別の応募スタートアップ企業数 

 国内一次予選の開催 

2021 年 9 月中旬の募集期間終了後、1 週間程度で一次予選を行った。JICA 本部と各国事務所と協

働して、ビジネスモデル・事業の SDGs への関連性、ビジネスモデル・事業の成熟度、企業としての

成熟度を踏まえた一次審査の評価基準を作成した。一次審査の評価に用いた項目を図表 17 に示す。 
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図表 17一次審査の評価基準項目 

大項目 中項目 小項目 

SDGs との関連性 SDGs SDGs に深く or 広く適合しているか 

事業の成熟度 マーケットフィット ニーズは検証されているか 

  ソリューションはニーズを解決するものか 

 市場規模 獲得可能な最大市場規模 

 スケーラビリティ 国際展開の可能性 

 モメンタム 売上成長率 

 プラットフォーム ソリューションはスケール可能性が高いか、或いは

コスト効率がよいか 

  確立されたセールスチャネルがあるか 

 イノベーション ソリューションに革新性があるか 

企業の成熟度 

 

 

 

 

 

 

 

 

成熟度 スケールする可能性はどれほどか 

実績 企業としての強力な実績を有するか 

コミットメント フルタイムでコミットするチームメンバーの割合は

どの程度か 

チーム リーダーシップが備わっているか 

 深い業界経験があるか 

 コラボレーションの経験は十分か 

 

審査に際しては、上記評価基準に基づき各社の得点を算出の上、まず対象国、プロダクト・企業情

報、SDGs との関連性に基づいて 219 社の応募企業を 183 社に絞り、その後資金調達または売り上げ

の実績に基づいて更に 108 社まで絞った。それを基に JICA 本部と各国事務所が評価を行い、二次審

査に向けて有望なスタートアップ 32社が選定された。 

 国内二次予選の開催 

2021 年 10 月 7 日から 8 日にかけて、一次予選を通過した各国 6 社程度、計 32 社を対象にピッチ

大会を開催し、JICAの連携先として各国上位 3社・計 15社を選出した。審査基準は一次審査の評価

項目に加え、プレゼンテーションの要素を加えたほか、項目間の重みづけも再調整した。二次予選の

評価基準項目は図表 18のとおり。 

二次予選では、評価基準項目の重みづけについて対象国毎に重視すべき観点が異なると想定された

ことから、大項目間で均等に重みづけを行う Option 1、ピッチパフォーマンスの重みを 10%とし、残

りを SDGsとの関連性、事業の成熟度、企業の成熟度の 3つの大項目に均等に割り振る Option 2の 2

種類を用意した。どちらをより重視するかは、審査結果を討議する際に、双方の結果を示したうえで

総合的に判断して決定した。 
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図表 18二次予選の評価基準項目 

審査は各社ともピッチ 5分、Q&A5分とし、国ごとに行った。現地市場に関係する投資家や、現地お

よびスタートアップ企業関連の有識者（スタートアップ企業支援に資する政府関係機関や VC 等の専

門家）をパネリストとし招き、彼らからの意見をディスカッション形式で聴取した上で、JICAの各国

事務所が各国 3社のファイナリストを決定した。当日の参加者と進行のイメージについて図表 19に

示す。 

 

図表 19二次予選の進行イメージ 
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応募からファイナリスト選定までのスタートアップ企業数の推移を図表 20に示す。最終的に各国

から 3社、計 15社のファイナリストが選定された。 

 

図表 20一次予選および二次予選を通じたスタートアップ企業数の推移 

選定された 15社のスタートアップ企業と各社の事業概要は図表 21に示す。 

図表 21選定されたスタートアップ企業 15社の概要 

企業 取り組む課題 提供するソリューション 

インドネシア 

 

Fishlog 

インドネシアでは、低温流

通網の接続の悪さや、需給

管理システムの不備に起因

する水産資源のロスが年間

70億ドル相当にのぼってい

る。 

Fishlog は、よりよい地域社会を作るための活動と

テクノロジーの活用を通じ、水産業向け低温流通網

を全国的につなぐ B2B マーケットプレイスである。

冷蔵倉庫業社を含む低温流通網プロバイダを、漁業

関係者や卸売業者と結び付けて、設備の稼働率を向

上させる。テクノロジーの活用を通じ各ステークホ

ルダーの水産業向けサプライチェーン合理化を通じ

て、プロセスの効率化を進め、フェアトレードや持

続可能な流通・販売体制の構築の実現を目指す。 

 

Sampangan 

インドネシアでは、政府、

企業、市民が、年間7,000

万トンもの廃棄物を排出し

ている。 

Sampangan は、環境的に持続可能で公害を発生させ

ない廃棄物処理システムを活用して、廃棄物を農

業、建設、衛生、エネルギーなどの資源に変換す

る。①廃棄物処理サービスの提供（廃棄物処理1ト

ン当たり1ドルを課金）と②廃棄物処理から生成さ

れる製品の販売（農業および建設用活性炭、農業用

液体炭素、消毒剤・衛生用の燻液、バイオガスのエ

ネルギー利用等）に取り組む。 

 

Plepah 

インドネシアでは毎年約6

億個の食品パッケージが廃

棄されており、またこの数

アレカヤシの葉の鞘から作られた生分解性素材を使

用する Plépah の梱包材ソリューションは、日常生

活でのプラスチック製梱包材の使用を減らし、社

会・環境負荷を軽減したいと考える企業・消費者を
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企業 取り組む課題 提供するソリューション 

は、パンデミック以降増加

している。 

支援する。Plépah は、プラスチック廃棄物を削減

するほか、コミュニティや農家の社会経済的な回復

力を強化するため、小規模な生産拠点を複数設けた

上で各拠点近くで入手可能な材料から梱包材を生産

し、各地域の未活用農業廃棄物による価値創出に取

り組む。 

マレーシア 

 

Clickncare 

マレーシアにいる約700万

人の移民労働者は、医療

サービスを受ける際に様々

な問題に直面している。言

葉の壁、高額な費用といっ

た問題に加え、特に不法就

労者の場合、そもそも医療

サービスを利用すること自

体に抵抗を感じることがあ

る。 

clickncare は、あらゆる国からの移民労働者が、

その法的地位に関わらず、自分の国の言葉を話す医

師に手頃な価格で相談することを可能にするデジタ

ルヘルスケアプラットフォームを提供する。移民労

働者は誰でも、自身の健康問題に応じて、スマート

フォンを用い総合診療やエキスパートの診察を受け

ることが出来る。 

 

#DemiLaut 

マレーシアの伝統的な小規

模漁業者は、市場へのアク

セシビリティ、テクノロ

ジー、ツールの不在等によ

り、貧困を余儀なくされて

おり、環境の持続可能性と

食の安全保障に悪影響を及

ぼす破壊的な漁業慣行を強

いられている。 

#DemiLaut は、漁業者が市場性があり到達可能な商

品を、水産小売業者や消費者に販売することが出来

る EC 環境を整備することで、伝統的な漁業従事者

の労働環境を改善する。このほか、漁具、冷却ソ

リューション、低コストのコールドルーム、オンラ

インツールなどのサービスとプロダクトも提供す

る。 

 

Naglus 

Industries 

クアラルンプールの大気汚

染は、自動車排気ガス、工

場の煙や煙霧等に起因して

おり、極めて深刻である。

しかしながら、すぐには影

響が出ないことから、気候

変動を緩和することへの関

心を失っている人も存在す

る。 

最新の発明である Dr.Z NanoFuel™ Patch は、バイ

オマスナノ流体のナノテクノロジー技術の応用に

よって開発された自動車用燃費節減プロダクトであ

り、本プロダクトはダイナモメーター試験にて、燃

費削減効果があること、CO2、CO、炭化水素 (ブ

ラックカーボン、スモッグ) 、窒素酸化物 (NOx、

すず)、酸素の排出を削減することが実証されてい

る。本製品は、燃料を節約することでドライバーに

経済的利益をもたらすとともに、排気ガスを削減

し、気候変動対策に貢献するものである。 

タイ 

 

Ira 

従来の生理用ナプキンは、

化学繊維や薬品から作られ

ているため、廃棄時に環境

負荷が生じる。また使用す

ることで、湿疹やアレル

ギーだけでなく、不妊の原

因となることがある。 

Ira の生分解性素材を使用したオーガニックの生理

用品は、環境保全意識の高い消費者が、環境へ悪影

響を及ぼすことなく、生理用品を使用することを可

能にする。 Ira の目標は、生理用品の購入・使

用・廃棄等の様々なステージにおいて、女性の生理

経験を根本的に変革することである。 

 

Eden Agritech 

年間12億米ドルのフードロ

スが、果物や野菜の食料サ

プライチェーンで生じてい

Eden Agritech は、生鮮青果物の賞味期限を最大5

倍に延長する画期的なバイオテクノロジー技術開発

により、賞味期限を自然な形で延長し、廃棄物や不
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企業 取り組む課題 提供するソリューション 

る。食品防腐剤等の化学的

なソリューションは青果等

の消費期限を延ばすことが

出来る一方、場合によって

は海外市場への展開を阻害

する要因になり、長期的に

は消費者の健康を損なわせ

る恐れもある。 

合格率を削減することで、青果市場を拡大する機会

を生み出す。同社の製品は、競合他社品に比べ、よ

り多くの青果に塗布することができ、実用化に際し

複雑なツールは不要であるため経済的なソリュー

ションとなり得る。 

 

Socialgiver 

企業が社会への還元を行う

際には、一般的に多くの資

金を用意する必要があると

考えられており、二の足を

踏む企業も少なくない。一

方で、多くの社会的・環境

課題の解決を目指すチャリ

ティは、必要な資金調達に

苦戦しているという現実も

ある。 

Socialgiver は、ライフスタイル＆トラベルを対象

とした e コマースプラットフォームであり、提携す

る企業は自社が運営するホテルの空室やコンサート

の空席を同プラットフォームで販売することが可能

である。 同プラットフォームでの販売から得られ

た収益の一部は、資金調達に苦戦しているチャリ

ティに提供される。そのため、魅力的なライフスタ

イルや旅行を楽しみながら、社会への還元も同時に

行いたい「エシカル消費者」は、Socialgiver のプ

ラットフォームで余ったホテルの部屋やコンサート

の空席を予約することに大きなインセンティブを有

する。 

フィリピン 

 

Plentina 

フィリピンでは、人口1億

1,000万人のうち97%がクレ

ジットカードを保有してい

ないほか、国の信用情報機

関の対象となっているのは

22%の人口に留まる。 

Plentina は、クレジットカードを有していない97%

の人口を対象に、彼らが大手小売店において代金後

払いで商品を買うことが出来る仕組みを提供してい

る。機械学習アルゴリズムを用いて、新興市場の新

興中産階級が金融サービスを利用できるようにする

ことを目指しており、食品や医薬品などの必需品を

購入するための店舗クレジットを提供する代替的な

クレジットスコアリングとアプリを構築する。 

 

Mayani 

フィリピンの農業セクター

は、農家は細分化され、多

くの中間業者が存在し、不

透明なサプライチェーンか

らはデータの取得が困難と

いう状況にある。 

農作物の e コマースプラットフォームであり、小規

模農家が消費者やバイヤーとつながることで、収穫

後のロスを最小化するデジタルバリューチェーンを

提供する。 

 

Packworks 

フィリピンの小規模店舗

（マイクロストア）の多く

はデジタルの恩恵を受ける

ことなく、手作業中心でビ

ジネスを行っており、金融

機関からの融資も受けられ

ていない。 

Packworks は、ERP(企業資源計画)用のモバイルア

プリを、主にフィリピンの女性の小規模事業者に提

供する。これらの事業者の多くは従来、適切なサ

ポートや金融機関へのアクセスを得られていないも

のの、このアプリを用いることで、ビジネスをコン

トロールすることが可能になる。 

バングラデシュ 

 

Light of Hope 

従来の学校教育において、

子どもたちはクリティカル

シンキング、問題解決能

力、共感力、価値観などの

Light of Hope は、低学年の子どもが将来必要なス

キルを習得できるように、本格的な研究を通じて、

安価に提供可能な教育書、学習玩具、学習コンテン

ツを作成・開発している。子どもの知的好奇心を満
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企業 取り組む課題 提供するソリューション 

スキルや能力、考え方を身

に付けることが出来ていな

い。世界でも6番目に大き

い初等教育制度を持つバン

グラデシュでは、3,000万

人の子どもが小学校に通っ

ているが、安価に利用でき

る質の高い教材や学習コン

テンツが著しく不足してい

る状況である。 

たし、親や先生の興味関心を引くオンラインコース

も用意しており、バングラデシュの子供の親の間で

人気を博し、世界中で多くの親に利用されている。 

 

Moner Bondhu 

バングラデシュでは、約

2,000万人がメンタルヘル

スの問題に苦しんでいる。 

Moner Bondhu は、安価で利用しやすく、守秘義務

を遵守したカウンセリングを提供することにより、

国内のメンタルヘルス問題に取り組んでいる企業で

ある。B2B と B2C のビジネスモデルに基づくサービ

ス提供を通じて、エキスパートによるカウンセリン

グ、ワークショップ、トレーニング、キャンペー

ン、研究、啓発活動、（知識や経験、ノウハウの詰

まった）ナレッジツールの提供、その他様々なコン

テンツ開発などを手掛ける。 

 

Women in Digital 

バングラデシュでは、女性

がハイテク業種に就業する

際に高い障壁が存在する。 

Women in Digital の e ラーニングは様々な技能教

育を提供することで、開発途上国及び先進国の女性

が経済的に自立する上で役立つ技術スキルの習得を

手助けている。様々な女性がアクセスできるよう、

非常に手頃な価格で e ラーニングのコンテンツを提

供するほか、学習者がハイテク業種で就業できるよ

う各種キャリアアドバイスやサポートも提供する。 

 

 決勝戦の開催 

業務計画書では、Demo Day として、上記 15社を日本に招待し、彼らによる決勝戦のピッチプレゼ

ンテーションの開催を計画していた。しかし、新型コロナウイルスの世界的な感染流行の状況に鑑み、

オンラインでの実施が余儀なくされた。Demo Dayの準備・開催状況については、「第 5章 アウトリー

チ活動」「第 6章 Demo Day の開催」で詳述する。 

 スタートアップ企業の募集・抽出から得られた学び 

プログラム運営の観点から、スタートアップ企業の募集・抽出までのプロセスで考慮した点と、本

プラグラムで得られた知見を基に、今後同様のプログラムを行う際に留意すべき点を整理した： 

図表 22 スタートアップ企業の募集・抽出から得られた学び 

プログラムの運営・得られた学び 次回以降に留意すべき点 

プログラムの対象国にある JICA の現

地事務所と密に連携を図った 

• 優先順位（SDGs の観点からの目的、開発効果と投資適格性

のバランス等）を明確にした上で、プログラムをデザイン
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プログラムの運営・得られた学び 次回以降に留意すべき点 

するため、出来る限り早い段階から現地事務所と密な連携

を図る 

タイトなタイムラインの中で着実に

プログラムを進捗させるため、基礎

調査、スタートアップ企業の募集に

向けたアウトリーチ活動、投資家へ

のアウトリーチ活動、プログラム設

計を並行して実施した 

• 基礎調査の結果をプログラム設計に反映させるため、募集

に係るアウトリーチ活動やプログラム設計に取り掛かる前

に基礎調査を完了させる 

スタートアップ企業を募集するにあ

たり、幅広い企業を支援対象に含め

るため、特に注力すべきセクターな

どを定めなかった 

• 基礎調査の結果に基づいて、特に有力な注力セクターを定

めることで、最適なメンターの確保や投資家へのアウト

リーチ活動を含め、より効果的なプログラムの運営を行え

る可能性がある 

より多くの地域を対象に含めるた

め、5ヵ国からスタートアップ企業を

募集した 

• 複数の国を対象にする場合は注力セクターを一つに絞る、

または幅広いセクターを対象にする場合はで対象国を一つ

に絞る等、プログラムの注力分野を絞ることも一案である 

スタートアップ・エコシステムのス

テークホルダーに対し、プログラム

に参加するメリットを明確に示した 

• アウトリーチで用いる資料においては、価値提案を明確に

記述する 

• 財政的支援が得られること及び日本市場との関わりを持て

ることに魅力を感じるスタートアップ企業が多いため、ア

ウトリーチに際しては、この点を特に強調する必要がある 

• スタートアップ企業、インキュベーター、アクセラレー

ターへの訴求力を向上させるためには、出来るだけ早い段

階で Demo Day に参加する投資家を確保する必要がある 

既存のアクセラレータープログラム

との差別化を試みた（特にインドネ

シアには多くのプログラムが存在） 

 

• JICA として有する強み (日本の企業・機関とのつながり等)

を明確にした上で、JICA だからこそ運営が可能なアクセラ

レータープログラムを設計する 

• バングラデシュは例外的にアクセラレータープログラムが

少ないため、どのように需給ギャップを埋め得るプログラ

ムを提供するかを検討することが重要である 

特にプログラム開始直後に、広報戦

略を重点的に実施した 

• JICA が有する既存のコンタクトを活用するため、プログラ

ムのホームページを JICAのチャネルと連携させる(例：

JICA がプログラムの Facebook ページを立ち上げる) 

スタートアップ・エコシステムにお

いては、JICA NINJA の知名度は限定

的であるため、ステークホルダーへ

の周知活動に努めた 

• 対象地域の主要なアクセラレーターから広報活動の支援を

受ける(例： Endeavor 等) 

• 認知度向上のため、ネットワーキング(各国向けのウェビ

ナーや説明会の開催)とマーケティング(Facebook 上の広報)

により多くの労力を割く 

• Facebook 以外のソーシャルメディアも活用する（Instagram

、TikTok、e27、TechInAsia 等) 

必要に応じて、各種ステークホル

ダーと契約書を締結した 

• 各種ステークホルダーと契約の締結が必要になるのはどの

ような場合かを、プログラム開始前に明確化する 

様々なエコシステムのステークホル

ダーとのコミュニケーションを漏れ

• ステークホルダー（投資家、インキュベーター、アクセラ

レーター、スタートアップ企業等)毎に、画一的なコミュニ

ケーション手法を確立する 
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プログラムの運営・得られた学び 次回以降に留意すべき点 

なく行うため、効率的なアプローチ

を設計した 

応募プロセスについては総じて高い

評価を得たものの、応募書を提出す

る際に応募者がウェブサイト上で、

提出内容を最終チェックできる機能

の追加を希望する声が聞かれた（図

表 23参照） 

• ウェブサイト上での提出直前に、応募書の最終確認が出来

る機能を追加することで、記入漏れ等を最小限に抑え、よ

り質の高い応募書類を受領できる可能性がある 

ピッチ審査の運営・内容について、

応募者の評価は総じて高かった。一

方、以下の要望も寄せられた（図表 

24参照）： 

1) 審査員により自社の事業内容を

知ってもらうため、Q&A の時間を長

くする 

2) よりカスタマイズされたピッチを

用意するため、最終選考の数日前ま

でに審査員の簡単な経歴を共有する 

• ピッチ後の Q&A セッションの時間を極力長く確保すること

で、各社のビジネスモデルをより理解することが可能であ

るものの、時間的制約を踏まえると大幅な延長は難しい 

• 最終選考の審査員の簡単な経歴について、事前に各社と共

有することで、応募スタートアップ企業の満足度を高める

ことが可能なほか、ピッチの質も高められる可能性がある 

ピッチ審査の審査員も、ピッチ審査

の運営・内容について総じて高く評

価している。一方、以下のコメント

が寄せられた（図表 25参照）： 

1) ピッチ終了後に審査員が、各社の

ビジネスモデルについてディス

カッションする時間は不要な可能

性がある 

2) 利便性の観点から、審査得点の集

計フォーマットの改善が可能であ

る 

• 審査員が得点を算出する際に、審査員間でのディスカッ

ションよりもスタートアップ企業への Q&A セッションの時

間を長くとる方が有益であると判断する場合、ディスカッ

ションの時間を短縮し、Q&A セッションの時間を長く抑える

ことは一案である 

• 採点比重に基づき簡易的に各社の審査得点が分かるような

集計フォーマットを作成する 

 

図表 23 応募プロセスへの評価（最終選考に残ったスタートアップ企業へのフィードバック調査） 
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図表 24 ピッチ審査への評価（最終選考に残ったスタートアップ企業へのフィードバック調査） 

 

図表 25 ピッチ審査への評価（審査員へのフィードバック調査） 
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第4章 現地スタートアップ企業等との連携の具体的な実施 

 アクセラレータープログラムの構築 

2021 年 10 月中旬から 2022 年 1 月下旬まで、約 3 カ月にわたりアクセラレータープログラムを実

施した｡他のアクセラレータープログラムの分析等を踏まえ、スタートアップ企業が効果的に新しい

能力を身に着ける上での、フィールド（実践の場）とフォーラム（座学）を組み合わせることの効果

を確認した。よって、本アクセラレータープログラムでは図表 26の通り､「PoC（Proof of Concept）

の実施」および「ケイパビリティの構築」の目的を叶えるため、各社ごとに 1名アサインされるメン

ターによる支援やエキスパートとのピッチ練習､各種エキスパートとの特別セッションなどを活用し

ながら PoCを実施するフィールドプログラムと､15社が一堂に会し合同で実施するフォーラムプログ

ラムをスタートアップ企業に提供することとした。 

 

図表 26 アクセラレータープログラムの開始に先立ち設定された目的 

本アクセラレータープログラムの概要とスケジュールを図表 27に示す。フォーラムおよびフィー

ルドのセットが計 3スプリントあり、その後は PoCを継続しながら、Demo Dayパート 2（ピッチプレ

ゼンテーション）に向けたピッチ準備を行うことにした。なお、ピッチ練習の場としては、各フィー

ルド期間と Demo Day直前（インターナル・ピッチ）の計 4回、投資経験を有するエキスパートを前

にしたピッチ機会を設けることで、各社のピッチスキル及びピッチ内容の向上を図った。 
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図表 27アクセラレータープログラムの概要とスケジュール 

各フォーラムにおいては、特定のセクションにフォーカスした座学を提供し、続くフィールド期間

を用い直前のフォーラムで学んだ内容を踏まえ、当該セクションに係るビジネスモデルの精緻化や、

次のフォーラムの予習を行うこととした。 

プログラム全体を通じて、フレームワークとしては「ビジネスモデルキャンバス」を活用した。ビ

ジネスモデルキャンバスとは、ビジネスアイデアに関する重要な前提条件を構造化された方法で整理

し、自社のビジネスモデルを明確にするために活用されるフレームワークである。図表 28に示す通

り、ビジネスモデルキャンバスには一般的に 9つの構成要素が存在する。各構成要素において例示さ

れている重要な質問への解を導き出すことで、自社の現時点でのビジネスモデルを可視化し、社内で

も十分に認識されていなかった自社の強みや弱みについて、共通認識を構築することを目的とする。

ビジネスモデルキャンバスの作成を通じて得た知見を基に競合他社や顧客に係る調査を行い、自社の

強みについては更に伸ばし、弱みについては克服することで、顧客や投資家にとって更に魅力的なビ

ジネスを展開することが可能となるため、事業規模の拡大を目指す本プログラムのスタートアップ企

業には非常に有意なフレームワークとなっている。 

本プログラムにおいては、フォーラムでの講義やメンタリング等を通じ、各構成要素についての基

礎的な理解及びその応用方法を取得した上で、それを基に Demo Day Part 2（ピッチプレゼンテーショ

ン）に向け自社のビジネスモデルを再検討することとした。またビジネスキャンバスを活用するに際

しては、スタートアップ企業に対し、同フレームワーク活用を通じ、①顧客に提供する価値提案、②

ターゲット顧客のセグメント、③活用するリソース、パートナー、チャネル、④経済モデルと商業的

な実行可能性の 4点を明らかにするよう示すことで、目的意識を明確にした上でフォーラムの各セッ

ションや課題に取り組むように促した。このほか、当フレームワークを活用する上では、以下の 4点

に留意する必要がある旨を十分に周知した： 

● 迅速かつ反復的な方法で実行すること 

● 固定概念にとらわれずに、出来るだけ多くのアイデアを生み出すこと 



全世界途上国における企業との連携強化に係る情報収集・確認調査 

ファイナル・レポート 2022 年 2月 

- 30 - 

● 端的で分かりやすい資料を作成するため、アイデアは箇条書きで書くこと 

● ポストイット等を活用して、効率よくアイデア出しを行うこと 

 

図表 28 ビジネスモデルキャンバスの構成要素 

 メンターの選定 

メンターの選定、及び選定されたメンターとスタートアップ企業のマッチングは、図表 29のプロ

セスに則り、本アクセラレータープログラムの開始に先立って実施した。まずメンター候補者のロン

グリストの作成に際しては、再委託契約先のみらいワークスの有する広範なビジネス・エキスパート

とのネットワークを活用し、①10年以上の職歴があること、②スタートアップ企業立ち上げ・スケー

ル化に携わった経験があること、③メンターシップの経験があること、④対象 5カ国のいずれかでの

ビジネス経験があることの 4 つのクライテリアを満たす 61 名のメンター候補者を選定した。その上

で、メンター候補者の経歴を詳細に確認し、上記③④の経験或いは投資経験が特に豊富且つ求められ

るコミットメントを果たすことが出来る 30 名まで候補を絞った。なお、メンターに求めたコミット

メントの詳細は「4.3.4(2)メンターからのサポートの提供」に記す。そのうち 25 名に対しては面談

を実施し、本プログラムに参加しているスタートアップ企業のビジネス領域と関連する経験の有無や

メンターとしての適性等を鑑みた上で、15 名のメンターを選定した。その後、メンターとスタート

アップ企業をマッチングする際には、それぞれが専門とする事業領域やスタートアップ企業の所在国

におけるビジネス経験の有無等を考慮して決定した。 
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図表 29 メンターの選定プロセス 

具体的には、各スタートアップ企業には、彼らの事業領域と所在国双方でのビジネス経験を有す

るメンターを極力マッチングするように試み、それが叶わない場合は少なくともいずれかが当ては

まるメンターをマッチングすることとした。 

 

図表 30 メンターとスタートアップ企業のマッチング手法 

 アクセラレータープログラムの実施 

4.3.1 フォーラム 1の実施（2021年 10月 26日-27日）  

フォーラム 1 では、①バリュー・プロポジションを再定義すること、②競合環境の調査・分析を通

じ、自社のビジネスモデルの強みを適切に評価すること、③バリュー・プロポジションのストレステ

ストとして、独自の顧客調査の実施に向けた準備をすること、④以上を踏まえ、ビジネスモデルキャ

ンバスを繰り返し更新することの4つを全体目標に据えた。この目的を叶えるためにフォーラムでは、

以下のトピックを中心に、全スタートアップ企業が一堂に会する講演やインテラクティブなセッショ

ン、スタートアップ企業ごとのブレイクアウトセッションでのワークショップを開催した： 
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● 資金調達方法 入門編（VCの投資マネージャーによる講演） 

— 資金調達の目的や手法 

— VCの経営モデルや具体的な取り組み 

› スタートアップ企業の選定に係る主な評価基準（チーム、市場、ビジネスモデル、エグジッ

ト機会、成熟度） 

› ディール規模やディール数等、東南アジアの資金調達エコシステムの概要 

— スタートアップ企業の成長事例 

● プロダクト・マーケット・フィットの拡大（スタートアップ企業の規模拡大に携わった経験が豊

富な専門家による講演） 

— スタートアップ企業における拡大の定義・事例 

— プロダクト・マーケット・フィットの拡大を推進するために必要な要素 

● ビジネスモデルキャンバスの紹介・詳細（主催者による講義、ブレイクアウトセッション） 

— ビジネスモデルキャンバスの構成要素  

— ビジネスモデルキャンバスのメリット・活用方法 

● 価値提案の精緻化の方法（主催者による講義、ブレイクアウトセッション） 

— ビジネスモデルキャンバスにおける価値提案の詳細 

— 顧客のプロフィール（ペインポイントやニーズ等）を踏まえた上で、自社の価値提案を創造

するための具体的手法 

— 他社の価値提案に係る実例の紹介 

— 自社の価値提案の議論・作成 

● 競合環境の調査・分析手法（主催者による講義、ブレイクアウトセッション） 

— 競合他社分析の概要・メリット 

— 競合他社分析を通じた、自社の訴求価値の検証プロセス 

— 競合他社の定義・カテゴリ 

— 実在する市場を用いた競合他社分析の実例 

● 消費者試験の重要性（テック業界の経験が豊富な専門家による講演） 

— 消費者試験の重要性・実施方法 

— テック系企業による消費者試験の実例 

— 消費者試験の実施・結果分析に係る具体的な方法論 

● 顧客調査の方法（主催者による講義、ブレイクアウトセッション） 

— 顧客調査の概要・重要性 

— 企業による顧客調査の実例 

— 顧客調査を通じた訴求価値の検証メカニズム 

— 顧客ニーズを理解するための調査手法・種類 
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— 顧客インタビューの成功要諦 

 スタートアップ企業からは、資金調達やプロダクト・マーケット・フィット等のトピックについ

て様々な新しい視点を得ることが出来たといった声や、講演で得られた新たな知識を基に各ブレイク

アウトセッションにて議論を深めることで、自社のビジネスモデルに知識をどのように落とし込むこ

とが出来るのかを検討する機会が生まれたといった声が聞かれた。また各セッションが、ビジネスモ

デルキャンバス上でどこに対応しているのかを示すことによって、フォーラムに続いて実施される

フィールド期間中に、スタートアップ企業がどのような検討を進めなければならないのかを提示した。

その上でメンターには、各スタートアップ企業が該当箇所を中心にビジネスモデルキャンバスの作成

を進められるよう、適当なガイダンスの提供を依頼すること等で、プログラムが進むにつれ着実な進

捗が見込まれるよう工夫した。 

4.3.2 フォーラム 2の実施（2021年 11月 11日-12日）  

フォーラム 2 では、①サービス・製品の最適なプライシングモデルを定義すること、②事業計画を

実現するために必要となる主なケイパビリティ、チーム構成、組織体制を特定し、アウトソーシング

の是非を検討すること、③適切なビジネスパートナーの選択手法、パートナー候補の評価基準を作成

すること、④獲得顧客数を最大化するため、カスタマー・意思決定者のジャーニーを分析することの

4つを全体目標に据えた。この目的を叶えるためにフォーラムでは、以下のトピックを中心に、全ス

タートアップ企業が一堂に会する講演やインテラクティブなセッション、スタートアップ企業ごとに

ブレイクアウトセッションでのワークショップを開催した： 

● 社会的インパクトとビジネスの持続可能性の両立（東南アジアのスタートアップ企業支援に携わ

る専門家による講演） 

— 社会的インパクトを創造しながらビジネス規模拡大を図るための考え方・方法 

— 社会的インパクトの創造を支援する国際援助機関・政府機関の概要 

— アジア太平洋地域における SDGsの達成状況 

— 社会的インパクトを図るための KPIの設定方法 

— 企業が掲げているミッションステートメントの実例 

● B2C/B2Bマーケットにおける価格設定方法（主催者による講義） 

— 適切な価格設定の重要性 

— 様々な業界における価格設定の成功事例 

— 特に B2Bマーケットで使用される価格設定手法とそのトレンド 

— 新しいサービス・機能の価格設定を行う際の具体的手順 

● ケイパビリティを踏まえた、パートナーシップ構築方法（主催者による講義、ブレイクアウトセッ

ション） 

— 自社ケイパビリティを把握する必要性・方法 

— 自社ケイパビリティ強化に向けた、必要な人材の獲得方法 
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— 自社で賄えないケイパビリティについて、他社・機関とのパートナーシップを模索する方法・

パートナーシップの種類 

— パートナーシップの締結手法や提携体制の構築方法 

● Go To Market戦略（自社の競争優位性を確立の上、顧客に製品・サービスを届けるための戦略）

の構築（東南アジアのテック系スタートアップ企業の創業者による講演） 

— スタートアップ企業への投資を判断する際の投資家の観点 

— B2B及び B2C事業において Go To Market戦略を策定する際の成功要諦 

— 新規市場参入時の製品・サービスのローカリゼーションの必要性 

— 多国進出時の各国チーム間の連携方法 

● 営業・マーケティング手法の特定（主催者による講義、ブレイクアウトセッション） 

— 営業・マーケティングの意思決定手法・実例 

— 顧客意思決定ジャーニーにおける営業・マーケティングの役割 

— 顧客セグメント毎の営業・マーケティング手法の構築方法 

— 新規顧客獲得に向けた営業・マーケティング手法の再考方法 

— B2Bマーケットにおける顧客意思決定ジャーニーの具体例 

フォーラム 1 後にスタートアップ企業は、メンタリングを受けながらビジネスモデルキャンバスの

作成を進めていたことから、全体的にビジネスモデルに関する理解が深まっているように見受けられ

た。他方で、メンタリングの活用度合いについては、スタートアップ企業間で多少の差異がみられた。

実際、特にフォーラム 1からあまりメンタリングやフォーラムの課題に取り組むことが出来なかった

先については、作業の進捗度合いに若干の遅れがみられた。この点を踏まえ、フィールド期間中に高

いコミットメントを保つことの重要性を、改めてスタートアップ企業に伝えた。 

フォーラム 2 について、スタートアップ企業からは、価格設定の際に使える実用的なフレームワー

クについて評価し、実際に自社の価格設定戦略に取り入れたいといった声や、社内ケイパビリティと

パートナーシップのトピックについては、自社でのケイパビリティ構築が難しい領域については外部

団体との協働を検討するきっかけになったといった声が聞かれた。他方で、一部のスタートアップ企

業からは、ブレイクアウトセッションはフォーラムで学んだ内容を真に理解する上で非常に重要であ

るものの、ビジネスモデルによっては学んだ内容を自社のビジネスモデルキャンバスに落とし込むこ

とが困難で、また他社よりも時間がかかってしまうことについて懸念が挙がった。かかる指摘を受け、

可能な範囲でブレイクアウトセッションの時間を長めに確保することを、次回のフォーラムに向けた

学びとした。 

4.3.3 フォーラム 3の実施（2021年 12月 1日）  

フォーラム 3 では、①自社の Go To Market戦略に係る学びについて、他のスタートアップ企業と

意見交換すること、②目指すべきビジネスモデルを構築するため、必要な作業を洗い出し、詳細な実

行ロードマップの作成を始めること、③ビジネスケースと財務モデルを定義することの 3つを全体目

標に据えた。この目的を叶えるためにフォーラムでは、以下のトピックを中心に、全スタートアップ
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企業が一堂に会する講演やインテラクティブなセッション、スタートアップ企業ごとにブレイクアウ

トセッションでのワークショップを開催した： 

● 資金調達方法（スタートアップ企業の規模拡大に携わった経験が豊富な専門家による講演） 

— ビジネス構築プロセスの中で自社がどこにいるのか認識する方法・重要性 

— 製品市場に適しているものの概要と顧客の牽引軌道上の自分の位置を分析 

— 投資家と交わす覚書（ビジネスケース）の構成要素 

— 投資家の思考プロセスを踏まえた、資金調達の成功要諦 

— ビジネスケースの具体的な構築方法 

● 企業文化の種類・構築方法（創業経験の豊富な専門家による講演） 

— スタートアップ企業における企業文化の重要性 

— ビジネスに影響を与える企業文化の種類・実例 

— 企業文化の構築プロセス 

● 実行計画とビジネスケース（主催者による講義、ブレイクアウトセッション） 

— 実行計画とビジネスケースを構築する上での成功要諦 

— 企業財政（キャッシュフロー、収益等）の予測値を踏まえたビジネスケースの策定方法 

スタートアップ企業からは、特に企業文化に関するセッションを高く評価する声があがった。同セッ

ションにおいては、実際に様々なスタートアップ企業の創設に携わった専門家から、どのように自社

の企業文化の構築を目指すべきか実例を用いた講義が提供された。他方で、実行計画の作成に向け、

個社毎に分かれて実施したブレイクアウトセッションでは、スタートアップ企業間で進捗に大きな差

異が見受けられた。これまでのフォーラムで取り扱った内容が十分に咀嚼しきれていないため、自社

のビジネスに係る今後の具体的なロードマップを作成するのに苦戦している先が一部に存在した。こ

れらのスタートアップ企業とは、フォーラム後に個別にミーティングの時間を設けることで、各社が

抱えている課題を明確にした。また各社のメンターとも密接に連携を図り、インターナル・ピッチま

でにビジネスモデルの精緻化及びピッチの改善に努めることとした。 

フォーラム 3 までの活動を通じ、各スタートアップ企業はビジネスモデルキャンバスをそれぞれ完

成させた。作成されたビジネスモデルキャンバスを基に、残りの 2 カ月弱の期間を用い、各企業は

フィールドにおけるPoCの実証を行い、ピッチプレゼンテーションに向けた準備を進めることとした。 

全 3回にわたるフォーラムを通じ、ビジネスモデルや自社製品・サービスの確立に向け活用が可能

なフレームワークへの理解が高まった等、スタートアップ企業から高く評価する声が聞かれた。これ

まで他のアクセラレータープログラムに参加したことがなく、またビジネス経験の豊富なチームメン

バーが少ないようなスタートアップ企業にとっては、ビジネスモデルキャンバスを始めとした有益な

フレームワークを包括的に学ぶことによって、これまで考えたことがなかったものの重要なトピック

（バリュー・プロポジションの明確化、他社とのパートナーシップの締結等）について、具体的な検

討を始める機会となったとの声が聞かれた。また、他のプログラムへの参加経験やビジネス経験が豊

富なスタートアップ企業からも、改めて体系的にフレームワークを学び議論を行う機会になったとし

て、高く評価する声が聞かれた。 
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4.3.4 フィールド期間のサポート 

 フレームワーク等の提供 

スタートアップ企業のビジネスモデル構築が着実に進むよう、フィールド期間中にスタートアップ

企業が取り組むべき課題を提供した。提供した課題の概要は以下の通り： 

• 提供価値の精緻化 

• 顧客インタビューを通じ実証したい仮説の整理、質問事項の作成 

• 顧客インタビューの実施、得られた示唆の整理 

• Go To Market戦略の構築 

• ビジネスモデルキャンバスの作成 

このほか、ピッチ練習において、ピッチプレゼンテーションの構成に大きな改善の余地が見受けら

れたスタートアップ企業に対しては、参考としてプレゼンテーションの構成・フロー案を提供した。

具体的には、以下 9つの要素を取り入れることを奨励した：①プロブレムステートメント、②ビジョ

ンステートメント、③提案するソリューション、④現在までの主要な成果、⑤市場規模の概要、⑥Go 

To Market・顧客獲得戦略、⑦競合状況、⑧財務状況、⑨自社チームの紹介、⑩調達資金額。 

 メンターからのサポートの提供 

アクセラレータープログラムの成功のためには、フィールド期間を通じたメンターによる密なメン

タリングの実施が欠かせない要素である。本アクセラレータープログラムでは、メンタリングの目的

を①スタートアップ企業が懸念している点に対処し、また上記フォーラムからの学びを自社のビジネ

スモデルに反映することで、PoC の効果的な実施が可能となるように促進すること、②Demo Day の

ピッチプレゼンテーションに向け、スタートアップ企業のピッチの質を向上させることと定義し、ス

タートアップ企業と各社に割り振られたメンター間で密接に協働することを求めた。 

メンターの十分なコミットメントを引き出すため、フィールドの開始に際しては、メンターに対し

以下の点を遵守するように求めた： 

● イベントへの出席 

— 全フォーラム（特に、ブレイクアウトセッションにはファシリテーターとして参加すること） 

— ピッチ練習、インターナル・ピッチ 

— 3週間に 1回の定例ミーティング 

— (オプション）1月 17日の Demo Day Part 1（知識共有セッション） 

— (オプション）1月 27 日の Demo Day Part 2 （ピッチプレゼンテーション） 

● メンタリング活動の実施 

— フォーラム 1 から 3 までにかけて、毎週 1－1.5 日(約 8－12 時間)分のメンタリングをスター

トアップ企業に提供し、彼らの PoCの実施を支援する。具体的に求めた役割は以下の通り： 

› フォーラム前とフォーラム後のフィールドワークを完了するよう指導すること 

› フォーラムからの学びを PoC に応用出来るよう支援すること 
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› ピッチ練習、インターナル・ピッチに向けた準備を手助けすること 

› エキスパートからの追加支援の要否を確認すること 

— フォーラム 3終了以降も、Demo Dayのピッチプレゼンテーションに向け、毎週 1－1.5日（約

8－12時間）分のメンタリングを提供する。 

— 毎週の活動内容について、メンタリングを実施した時間とその内容を取り纏め報告する（活用

したフォーマットは図表 31に示す）。 

 

図表 31ウィークリーレポートのテンプレート 

メンターは、自身が有する起業家としての経験や、対象各国での深いビジネス経験等を基に、各フォー

ラムやピッチに向けた準備を進めるだけではなく、各スタートアップ企業が直面している課題に関し、

解決に向けた道筋が立てられるよう日々のメンタリングサポートを提供した。 

 特定テーマに関するエキスパート・セッションの提供 

専属のメンターからのサポートに加え、各スタートアップ企業にはエキスパートとの特別セッショ

ンの機会も提供した。具体的には、3週間に 1回（本アクセラレータープログラム期間中に最大 3回）

まで、スタートアップ企業の希望に応じて、任意のトピックに関し相談に乗るセッションを設けた。

具体的に提供したセッションのトピックの例を以下に示す。 

• アプリストアの活用方法の最適化 

• 債務状況を踏まえた資金調達方法 

• 理想的なユーザーペルソナ構築のためのインタビュー手法 

• 購入判断に係るカスタマージャーニーの分析 

• 価格設定手法 

• プロダクト・マーケット・フィットを更にスケールするための方法 
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 ピッチ練習、インターナル・ピッチの実施  

本アクセラレータープログラムの期間を通じ、各スタートアップ企業がPoCを適切に行い、またピッ

チスキルを向上できるよう、計 4 回のピッチ練習の機会を設けた。最初の 3 回のピッチについては、

プログラム運営者に加え、ビジネスモデル構築やピッチプレゼンテーションのエキスパートも同席し、

各社のピッチプレゼンテーションについてフィードバックを与えることにした。同一のエキスパート

が担当することによって、各社がしっかりと成長曲線を描けているか、ピッチを更に向上するために

はどのような情報を盛り込むべきか等、詳細なガイダンスを与えることが可能になるよう工夫した。

最後の 1回については、各社のビジネスモデルについて把握していない投資家へのプレゼンテーショ

ンの予行練習として、担当以外のエキスパートを招聘し、新しい視点から各社へのフィードバックを

提供した。 

これらの定期的なピッチ練習の機会を通じ、スタートアップ企業はより投資家目線で魅力的なピッ

チスタイル・内容を構築することが可能になった。事実、スタートアップ企業の中には、これまでに

専門家から直接フィードバックを受ける機会を得たことがなく、大変参考になるコメントを得ること

が出来たことを高く評価する声が聞かれた。なお、ピッチ練習の機会で、特に大きな改善の必要が見

受けられたスタートアップ企業に対しては、別途ミーティングの機会を設けより重点的なフィードバッ

クを提供した。 

4.3.5 PoCの進捗管理・最終確認 

前述の通り、ファイナリストに選ばれたスタートアップ企業が、PoC を JICA と連携して推進する

ため、本アクセラレータープログラムの実施に先立ち、ファイナリスト各社とは現地再委託契約を締

結し、それぞれの定めた計画にもとづく PoCの実施や、本アクセラレータープログラムへの参加を行

うこととした。同契約にもとづき、プログラム期間を通じて各社の PoC の進捗動向を管理したほか、

プログラム終了後には各社の最終レポートのレビューを行った。 

本アクセラレータープログラムの実施に先立っては、スタートアップ企業に明確なアウトプットイ

メージを共有する観点から、図表 32の最終レポートのテンプレートを各社に送付した。 
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図表 32最終レポートのテンプレート 

また、各フォーラムではビジネスモデルキャンバスのテンプレートを基にした、自社のビジネスモ

デルの精緻化に係る事前・事後課題を課す等、各社が限られたプログラム期間中でも着実に PoCの実

施が進む様に工夫した。各スタートアップ企業から 2022 年 2月上旬に提出された最終レポートを踏

まえ、全 15社が PoC を着実に進捗させており現地再委託契約にて定められた内容を満たしているも

のと評価した。また、本アクセラレータープログラムを通じ、スタートアップ企業の今後の展開方針

について、大きく以下 2つの点で変化が見受けられた。1点目としては、多くのスタートアップ企業

はプログラム開始前には、まずは国内市場に注力する方針を掲げており、国外市場への進出の検討を

時期尚早と考える向きがあった。検討していた一部の先についても、国外進出のためのキャパシティ

をどう賄うか等、その具体的な手法については議論が及んでいない状態にあった。これは、自社のバ

リュー・プロポジションを踏まえた際にどこに市場機会があるのか、特定された市場機会に対し有効

且つ実行可能な実行計画をどのように策定するかといって点について、十分に理解が進んでいなかっ

たことが起因していたものと考えられる。この点、本アクセラレータープログラムでは、バリュー・

プロポジションの精緻化、ビジネスケースや実行計画の策定方法について、フォーラムやメンタリン

グ、エキスパートとの特別セッション等を通じスタートアップ企業に提供した。結果として、国外市

場への進出戦略の精緻化を実現したスタートアップ企業が多く見受けられる。具体的には、Sampangan

はインドネシア国内拠点に加え、ブラジルやオーストラリアに拠点を立ち上げ、パイロット活動を行

う方針を定めた。また、Plepahは台湾、オーストラリア、日本市場への輸出に注力する方針を掲げて

いる。一方で、自社のバリュー・プロポジションやケイパビリティを踏まえ、まずは国内市場に注力

した上で、中長期的に国外市場への進出を目指す方針を固めた先もいる。Iraは短期的にはタイ国内

で確固たる地位を築くことに注力しており、シンガポールや日本等の有望な国外市場への進出はより

中長期的な目標としている。Women In Digitalも長期的には国外市場への進出を志向しており、特

に eラーニングのコンテンツ充実化を通じ、英語圏の開発途上国への事業展開を図ることで、最終的

には 650万人以上の女性の経済的自立を支援することを掲げている。 
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更に、本アクセラレータープログラムを通じ多くのスタートアップ企業は、外部機関とのパートナー

シップの締結を重要なビジネス課題として認識した。多くのスタートアップ企業は、彼らが活用でき

る外部リソースにはどのようなものがあり、またそれらを活用するための方法を認識できておらず、

結果としてパートナーシップを事業計画に十分に盛り込めていなかった。本アクセラレータープログ

ラムでは、フォーラム等を通じ効果的なパートナーシップの模索・締結方法を提供したほか、アクセ

ラレーターやインキュベーターとしての側面も持つ幅広い投資家をフォーラムの講演や Demo Dayに

招待したり、メンターが自身のコンタクトから潜在的なパートナー候補を提示したことによって、各

スタートアップ企業は資金面のみならず幅広い文脈でのパートナーシップ構築を検討し始めている。

なお、事業面でのパートナーシップ締結を志向しているスタートアップ企業は、大きく 2つの目的を

掲げているように見受けられる。まず、これまで捕捉出来ていなかった市場機会を獲得するため、パー

トナーシップの締結を試みるスタートアップ企業がみられる。具体的には、Light of Hope は商品ラ

インナップの拡大に伴い、特に生産と販売面でのパートナーシップ締結を通じ、更なる市場獲得を目

指している。Moner Bondhu は、従来の B2C事業モデルに加え、直接企業とメンタルヘルスに係るパー

トナーシップを締結することによって、B2B市場の獲得も目指している。また、顧客定着率を上げる

観点から、顧客の利便性を向上し得るサービスを提供するため、パートナーシップ締結を検討する先

も存在する。具体的には、Fishlogは水産物市場の生産者（漁民・水産業者）に対しより包括的な所

得向上に資する支援を提供するため、消費者側（卸売業者等の水産物の受け手）との連携を加速する

ことを目標に掲げている。Clickncareはユーザーエクスペリエンスの向上の一手として、e ウォレッ

ト企業との連携を図ることで、より容易な支払いシステムの構築に取り組んでいる。
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図表 33 個社毎の実証内容・成果 

スタートアップ 

企業 

主な実証内容 実証を通じた主な成果 今後の展開方針 

 

FishLog 

• インドネシアの水産資源のポテンシャ

ルを検証する 

• B2B 顧客向け Go To Market 戦略を策定

し、規模拡大に向けた戦略を精緻化す

る 

• インドネシアの水産資源は、市場規模

にして年間 200 億 USD 以上のポテン

シャルを有す 

• 漁民・水産業者を対象としたファイナ

ンスサービスのパイロットを実施し、

その後モバイルアプリを開発・市場に

投入した 

• 2022年までにインドネシア全土で1000

人の漁民と連携する 

• 水産物の卸売業者との連携も加速する 

 

Sampangan 

• 優先する顧客セグメントを特定する 

• 規模拡大に向けた戦略を精緻化する 

 

• B2B 市場に注力することを決定した 

• マジックボックスを介し、新たな製品

の生成に成功した 

• 2024年までに年間100万トン以上の廃棄

物処理能力を構築する 

• インドネシア内に新たに 6 つの拠点

を、ブラジルとオーストラリアにそれ

ぞれ 1 つの拠点を立ち上げる 

 

Plepah 

• ファッション＆ビューティ業界におけ

る市場機会を特定・獲得する 

• ジャワ島及びアジア他国での新規製造

拠点の開設を検討する 

 

• 靴・シューズメーカーの新規顧客を獲

得した 

• 潜在的な新規製造拠点の立地を特定し

た 

• 2022年までに年間120万個の梱包材を販

売し、15.6万 kg の二酸化炭素削減に

貢献する 

• 台湾、オーストラリア、日本に輸出す

る 

• コーヒーの搾りかすとその他の廃棄物

から梱包材を製造する 

 

clickncare 

• 自社サービスの販売チャネルを特定す

る 

• 既存顧客にとって付加価値の高いサー

ビス・機能の特定する 

• B2B 市場での事業機会を特定し、外部

機関との連携機会を模索する 

• 自社サービスへの翻訳機能の追加を検

討する 

• e ウォレット企業と協働し、顧客の利

便性を向上させる 

• 海外パートナー（医療従事者等）との

協働を検討する 

 

#DemiLaut 

• 自社製品・サービスの認知度向上を通

じ、市場機会を模索・特定する 

• 保険企業やテック系企業とのパート

ナーシップを締結した 

• 自社製品・サービスの認知度向上のた

め、モデル事業を漁村で実施する 
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スタートアップ 

企業 

主な実証内容 実証を通じた主な成果 今後の展開方針 

• Go To Market 戦略と規模拡大に向けた

戦略を策定する 

• Go To Market 戦略の中核として

#DemiIlmu Citizen Science Program

（デジタル技術等に係るトレーニング

を提供）を開始した 

• 再利用可能な氷パックを始めとした各

種ツールを漁民に提供し、彼らの所得

水準を引き上げる 

 

Naglus 

• B2B 市場を中心に、潜在顧客を特定す

る 

• バイク向けのパッチについて、物流企

業でのパイロットを実施した 

• 潜在顧客として、物流企業と工場設

備・機械のメーカーと提携に向けた議

論を実施した 

• B2B 向けの物流企業への営業に注力す

る 

• マレーシアで 89,000 以上のパッチを販

売する 

 

Ira 

• 国内外での事業規模拡大に向け有効な

パートナーシップを特定する 

• 東南アジア他国及び日本への進出の是

非を検討する 

• 15 のホテルや複数のテック系スタート

アップ企業との連携を模索中 

• 現時点ではタイ市場に注力することを

決定した 

• 衛生製品の分野で、タイで最も環境に

配慮した企業になる 

• 中期的には、シンガポールや日本市場

に進出する 

 

Eden Agritech 

• 優先する顧客セグメントを特定する 

• 事業展開やプロダクト・マーケット・

フィット到達の可能性がある業界を 

特定する 

• ハイパーストア・スーパーマーケット

に納品する事業者に梱包ソリューショ

ンを提供した 

• 大型小売店を利用する消費者からの認

知度を獲得した 

• マンゴー、バナナ、パイナップル等の

輸出業者を顧客に加える 

• 食品梱包技術の分野で世界トップクラ

スの企業になり、食品に対するアクセ

スを向上する等、世界中の人々の生活

の質を高める 

 

Socialgiver 

• 観光業界以外との連携可能性を模索す

る 

• 社会的インパクトの創出を重視する消

費者が多い顧客セグメントを特定する 

• 様々な業界の 65 企業とパートナーシッ

プを締結した 

• 様々なチャネルを通じ計 35,000 人の顧

客・潜在顧客を分析し、特に健康志向

の顧客を獲得した 

• 世界にある余剰能力（ホテルの空室

等）を社会的インパクトに転換させる 

• 創出したインパクトに係るレポートを

年次で纏め、パートナーに提供する 

 

Plentina 

• 既存顧客と潜在顧客のニーズに適した

小売店を特定し、連携を模索する 

• デジタルツール等を通じ、自社サービ

スへの認知度を向上させる 

• 10 社の新規マーチャントと 5 つのパー

トナーシップを構築した 

• 金融サービスへのアクセスを有してい

ない人口が、ポテンシャルを発揮でき

るよう支援する 
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スタートアップ 

企業 

主な実証内容 実証を通じた主な成果 今後の展開方針 

• 自社のモバイルアプリの Google Play

ストアからの総ダウンロード数は約 22

万に到達した 

 

Mayani 

• 競争環境を理解し、自社の競争優位性

を特定・確立する 

• B2C 市場向けの Go To Market 戦略を策

定し、顧客獲得に向けたレバーを特定

する 

• 競争優位性を高めるため、食品産業に

携わる 3 つの事業者とパートナーシッ

プを締結した 

• マニラ首都圏で B2C の新規顧客を

1,000 人以上獲得した 

• 東南アジアの 1 億人を超える小規模農

家を支える最大のアグリテックプラッ

トフォームになる 

 

Packworks 

• 大手小売店におけるファイナンシング

の在り方を深く観察する 

• マイクロストアにおけるビジネス管理

のペインポイントを分析し、その解決

策を構築する 

• 2 つの消費財メーカーとのパイロット

事業を開始した 

• 小規模農家とマイクロストア間の連携

強化の観点から、Mayani と潜在的な協

力関係の構築を議論した 

• 東南アジアの数百万人のマイクロスト

アが、ビジネスをより効率的・正確に

管理するのを支援するビジネスアプリ

を展開する 

• アジア開発銀行や地方自治体との提携

を通じて、セブ州を中心に事業を更に

拡大する 

 

Light of Hope 

• 注力している顧客セグメントに適した

エントリー商品を特定・開発する 

• パイロットを通じて、小売店を活用し

た販売モデルの効率性を検証する 

• 4 つのエントリー製品の開発に成功し

た 

• 6 つの小売業社とパートナーシップを

締結し、彼らの経営する 50 以上の小売

店で自社製品を展開した 

• 2023年までにバングラデシュの64地域

のうち40地域に商品を展開する 

• 2023年までに30万人の子どもたちに学

習製品を届ける 

• 2022年末までに商品の生産と販売に係

るパートナーシップを締結する 

 

Moner Bondhu 

• 若手のプロフェショナル（25 歳-40

歳）がよりアクセスしやすいメンタル

ヘルスを相談するためのプラット

フォームを構築する 

• 若手のプロフェッショナルのメンタル

ヘルスを改善するために必要な情報を

精査・提供する 

• 研修、ワークショップ、オンライン

コース、ウェブサイト等を通じ、計 5

万人にメンタルヘルスケアのサービ

ス・情報を提供した 

• 法人向けの営業に注力し、約 7,500 人

の新規顧客を獲得した 

• 今後3年間で10のパートナーシップを締

結し、B2B 向けの事業展開を強化する 

• 長期的には顧客基盤を100万人に拡大す

る 
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スタートアップ 

企業 

主な実証内容 実証を通じた主な成果 今後の展開方針 

 

Women in Digital 

• 事業効率の改善に向けた、全体的なビ

ジネス戦略を改善する 

• 国内外への更なる規模拡大を見据え、

オンライントレーニングの展開に向け

た戦略を構築する 

• バングラデシュ国内の商業銀行 2 行と

パートナーシップを締結した 

• インテラクティブなオンライントレー

ニングコースを開発した 

• バングラデシュ以外の英語圏の開発途

上国への事業展開を行い、長期的には

650万人の女性の経済的自立を支援する

ことを目指す 
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 ファイナリストと投資家の 1on1セッション 

業務計画書では Demo Dayを含め 1週間程度の日本訪問プログラムの実施を予定していたが、新型

コロナウイルスの世界的な感染流行の状況に鑑みてプログラムはすべてオンラインで実施することに

決定した。これを受け、日本訪問プログラムについては、ピッチプレゼンテーション後のファイナリ

スト各社と投資家との1on1セッションの設定支援の業務をもって代替することとした。1on1セッショ

ンの準備・開催については、「第 6章 Demo Dayの開催」で詳述する。 

 投資家向けローカル・ネットワーキング・セッション 

業務計画書では現地報告会は､Demo Day･ピッチプレゼンテーションの後に､現地スタートアップ企

業を現地ステークホルダー等に広報し、各国で有益なネットワーキングの機会を創出することを目的

に提案されていた｡しかし､①アクセラレータープログラムの集大成となるピッチプレゼンテーション

が､各社にとって最大の広報機会になるであろうこと､また「2.4 途上国における現地スタートアップ

企業等との連携の在り方の検討」で前述した通り投資家との意見交換から、②ピッチプレゼンテーショ

ンに先立ち、市場環境等の情報を把握することで現地スタートアップ企業への投資意欲が高まる可能

性が高いこと等の留意点が把握されたことを踏まえ、ネットワーキングの方法を再考した。最終的に

は JICAとの議論を踏まえ、ピッチプレゼンテーションに参加する投資家の対象 5か国への興味・関

心を高めることを目的に、スタートアップ・エコシステムのステークホルダー（投資家やインキュベー

ター、アクセラレーター等）間のネットワーキング機会の創出、また投資家の対象 5市場への理解増

進を図るため、ピッチプレゼンテーションに先立ち、Demo Day Part 1として、投資家向けローカル・

ネットワーキングセッション・セッションとしての「知識共有セッション」を開催する運びとなった。

知識共有セッションの準備・開催については「第 6章 Demo Dayの開催」で詳述する。 

 アクセラレータープログラム実施から得られた学び 

プログラム運営の観点から、本アクセラレータープログラムの実施において考慮した点と、プラグ

ラムで得られた知見を基に、今後同様のプログラムを行う際に留意すべき点を整理した： 

図表 34 アクセラレータープログラムの実施から得られた学び 

プログラムの運営・得られた学び 次回以降に留意すべき点 

フォーラムについて総じて高い評価を得た一

方（図表 35、図表 36参照）ブレイクアウト

セッションの長さがやや短いと感じる参加者

もいた。全体で行う講義とブレイクアウト

セッションの長さのバランスを取ることが、

参加者の理解を最大化する上で重要である。 

• 各フォーラムにおいて十分な予備時間を確保するこ

とで、必要に応じてブレイクアウトセッションを延

長できるようにする 

• メンターに、各スタートアップ企業がブレイクアウ

トセッション中に全てのトピックを網羅できるよう

に、十分なガイダンスを与えることを依頼する 

アクセラレータープログラムを成功させるに

は、全期間を通じて、各社のコアメンバーの

高いコミットメントが必要である。 

• 万が一、重要なイベントやミーティング（フォーラ

ム、ピッチ練習等）を繰り返し欠席するような事態
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プログラムの運営・得られた学び 次回以降に留意すべき点 

各種資料の提出期限が遵守されないことも

あった。このような提出の遅れによって、プ

ログラム全体に遅延が生じる恐れもある。 

が発生した場合は、厳しい対策（プログラムから外

す等）も考慮する 

• メンターに対し、各スタートアップ企業のコミット

メントレベルが低い問題に直面した際に、速やかな

報告を求める 

 

 

図表 35 各フォーラムへの評価 

 

図表 36 フォーラムの各講演・セッションへの評価 
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第5章 アウトリーチ活動の実施 

 投資家へのアウトリーチ 

「第 4章 現地スタートアップ企業等との連携の具体的な実施」で述べたアクセラレータープログ

ラムと並行し、Demo Dayへの参加者である投資家へのアウトリーチ活動を行った。投資家へのアウト

リーチ活動の目的について、①15社のスタートアップ企業が投資を受ける可能性を高めること、及び

②5つの対象国と日本におけるスタートアップ企業のエコシステムプレイヤー（VC、社会インパクト

投資家、アクセラレーター/インキュベーター、JICA 等）間のネットワークを構築・強化する機会を

創出することに定めた。 

アウトリーチに際しては、日本と東南アジア・バングラデシュにおけるネットワークを活用しなが

ら、広範な投資家に対し電子メールを活用したイベントの周知活動を実施した。招待する投資家の基

準として、①対象 5か国のスタートアップ企業に積極的に投資していること、②シードからシリーズ

A期にあるスタートアップ企業を投資対象としていること、③社会的インパクトの創出にも重点を置

いていることの 3 点を設け、該当する VC、コーポレート VC、社会インパクト投資家等に周知活動を

実施した。周知活動の際には、本アクセラレータープログラムの概要等を伝えるため、図表 37のプ

ログラムの概要をまとめた資料も活用した。なお、現地および日本のインキュベーター、アクセラレー

ター、投資家とのネットワーキングイベントについては、本アクセラレータープログラムの設計変更

により最終的には実施しなかった。 

 

図表 37周知活動に活用した資料 
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周知活動の結果、70 社近くの企業から Demo Day への参加の意向を聴取した（うち、日本の VCは

約 15社、日本のコーポレート VCは約 30社、東南アジア及びバングラデシュの VCは約 20社、社会

的インパクト投資家は約 5 社）。 

投資家へのアウトリーチ活動から得られた主な学びは以下の通り： 

● VCにとって、広くスタートアップ企業を育成するエコシステムを醸成することは、潜在的な投資

対象を増やす効果につながる重要な課題である。しかし投資業務とは別の役割となるため、資金・

時間面の制約があり、多くの VCは注力できておらず、本調査のようなエコシステムを醸成する取

り組みは評価されている 

— VC の多くは、東南アジア・バングラデシュのスタートアップ企業に投資を進めるにあたり、

LP 企業を含む日本の大企業との連携機会も模索している。本調査は同地域に関心がある日本

企業と VCを繋げる機会としても期待されている 

— 東南アジア・バングラデシュのスタートアップ企業への投資をスコープとする日本の VCはま

だ限定的であり、対象国の中ではインドネシアへの投資が多い。本調査を通じて、同地域への

投資意欲が向上することが期待される 

— なお、日本国内や他地域（米国、欧州等）への投資に特化しており、将来的にも東南アジア・

バングラデシュへの投資可能性が低いことを理由に、本調査への関心を抱かない VCも存在し

た 

● コーポレート VCはその役割として、投資以外にも、グローバルでのパートナーシップ締結や、新

興国市場への市場参入、新たなテクノロジーの活用機会発見・創出等、関心領域が幅広い傾向が

あり、VC以上に本調査への関心が高かった 

— 具体的なパートナーシップ締結の検討においては、プロダクト・マーケット・フィットを達成

しているなどスタートアップ企業の成熟度がある程度必要な場合が多い。パートナーシップの

促進を主眼に置くのであれば、アクセラレータープログラムの対象をシリーズA以降のスター

トアップ企業に限定することも一案である 

● 東南アジア・バングラデシュは将来性のある有望市場と捉えられているが、エコシステムの成熟

度が低い市場に精通した VC及びコーポレート VCは限定的である 

— Demo Day等のイベントを通じて、投資先のソーシングだけでなく、対象国市場への深い理解

が得られることも期待されていた 

— 係る観点から本調査においても、Demo Day Part 1（知識共有セッション）を通じ、市場理解

を深めた上で、Demo Day Part 2（ピッチプレゼンテーション）に参加するなどの段階的なア

プローチを採用した 

 一般向けのアウトリーチ 

5.2.1 メディアへの掲載 

対象国のメディアにおいて本アクセラレータープログラムが取り上げられた。以下に一例を示す： 



全世界途上国における企業との連携強化に係る情報収集・確認調査 

ファイナル・レポート 2022 年 2月 

- 49 - 

● Business World: https://www.bworldonline.com/3-phl-start-ups-qualify-in-jicas-

accelerator-program/ 

● NNA Asia: https://www.nna.jp/news/show/2259038 

またプログラムの認知度を高めるため、日本経済新聞に①プログラムの意図と設計の概要、②対象

5カ国におけるスタートアップ企業への投資動向の概要、③Demo Day Part2の受賞 4社の紹介、その

他登壇企業の企業名・業種、④民間連携事業部長のインタビュー、⑤Demo Dayイベントに参加した一

部の投資家のインタビューから構成される記事広告を掲載した。 

5.2.2 ホームページの管理・更新 

ファイナリストのスタートアップ企業と現地再委託契約を締結後、本アクセラレータープログラム

のホームページに各企業の事業概要と企業ロゴを掲載する等の管理・更新対応を行った。掲載例を図

表 38に示す。 

 

図表 38 ホームページへのスタートアップ企業事業概要と企業ロゴの掲載例 

5.2.3 ブックレットの作成 

上記の本アクセラレータープログラムのホームページよりも詳細なスタートアップ企業の情報を纏

めたブックレットを作成し、JICAのホームページで公開した。なお、潜在的な投資家から広く注目を

集めるため日本語と英語版双方を作成・公開した。これらのブックレットは最終報告用附属資料 2と

3として添付する。 

5.2.4 広報用ビデオの作成 

本アクセラレータープログラムの概要や成果を広く広報するため、5分程度の広報用ビデオを作製

した。プログラムの目的・スタートアップ企業への支援内容を始め、ファイナリストの選定方法、Demo 

Dayでのピッチプレゼンテーション等、様々な要素を組み込むことで、一般視聴者にもプログラムの

具体的な中身が伝わる内容となるように工夫した。 

https://www.bworldonline.com/3-phl-start-ups-qualify-in-jicas-accelerator-program/
https://www.bworldonline.com/3-phl-start-ups-qualify-in-jicas-accelerator-program/
https://www.nna.jp/news/show/2259038
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図表 39 広報用ビデオの一場面 
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第6章 Demo Dayの開催 

 Demo Day Part 1（知識共有セッション）の開催 

ファイナリストに選出されたスタートアップ企業と潜在的な投資家を結び付ける場として、当初は

本アクセラレータープログラムの最後には、主にピッチプレゼンテーションを開催することを想定し

ていた。しかし、プログラムが進捗する中で、他のアクセラレータープログラムの Demo Dayの調査・

分析や JICA との議論を通じ、ピッチプレゼンテーションに先立ち潜在的な投資家向けに、ファイナ

リストのスタートアップ企業に関係する情報を共有する意義・重要性を確認した。よって、本アクセ

ラレータープログラムの Demo Dayは 2つのパートに分けて実施することで JICAと合意した。 

まず知識共有セッション（Knowledge Sharing Session）と銘打った Demo Day Part 1 においては、

①潜在的な投資家が、本アクセラレータープログラムで対象としている 5か国の市場環境と投資機会

への理解と評価を高めること、②投資家、スタートアップ企業、JICA、その他エコシステム関係者間

のネットワーキングの機会を創出すること、③ピッチプレゼンテーションやプログラムに対するメディ

アの関心を醸成することの 3つを主な目的に、Demo Day Part 2（ピッチプレゼンテーション）の 1

～2週間前である 2022年 1 月 17 日に開催することとした。知識共有セッションにおいては、対象 5

か国の市場概要を提供するため、各国の有識者を集めたパネルディスカッションを設けた後、投資家

が個人の興味・関心に基づきより詳細な情報を入手できるよう、各国毎のブレイクアウトセッション

を設けることとした。具体的なアジェンダは図表 40 に示す。 

 

図表 40 Demo Day Part 1（知識共有セッション）の概要 

6.1.1 パネルディスカッション 

まず、イベント冒頭のパネルディスカッションでは、対象 5か国の有識者と JICA の民間連携事業

部長から成るパネルが、スタートアップ企業支援に知見を有するエキスパートのファシリテーション

のもと、各国のスタートアップ企業への投資についてディスカッションを行った。各国の相対的な優
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位性や政府が担う役割等、対象 5か国の投資環境に精通していない投資家においても、対象国の全体

像を把握できる内容に設定した。パネリストの概要と、主な質問内容及び得られた解答は以下の通り

である。また、パネルディスカッションの後半には、以下の事前に用意した質問に加え、セッション

中に投資家から寄せられた質問に対し応答する時間も設けることで、可能な限りインテラクティブな

セッションになるよう運営した。 

● 原昌平氏（JICA 民間連携事業部長） 

— 対象5ヵ国のスタートアップ企業への支援を通じ､どのような成果を JICA として期待している

のか｡ 

› ビジネスを通じた経済・社会問題解決を志す日本企業に対し、発展途上国での事業展開を

支援している。これらの日本企業と開発途上国の現地スタートアップ企業との協働・連携

を通じ、更に大きな開発効果を発現することが可能になると期待している 

› 開発途上国のスタートアップ企業と日本企業・投資家の協創の場を提供するという点にお

いて、本プログラムは有意義である。Demo Day Part 2（Pitch Presentation）では、ス

タートアップ企業 15社が様々な協働・連携の可能性を提示するため、SDGs達成に向けた

更なる企業間の共創を期待している 

● Bambang Brodjonegoro教授（インドネシアの元財務大臣、国家開発計画大臣、研究技術大臣） 

— 東南アジア地域のスタートアップ企業への投資額において、インドネシアが占めるシェアは高

い。インドネシアが当地域でスタートアップ企業のハブとしての地位を確立できた要因は何か。

国内のスタートアップ・エコシステムを強化する観点から、他国がインドネシアから学ぶこと

のできる教訓はどのようなものか。 

› ダイナミックで魅力的な市場が背景にある。人口は 2 億 7000 万人に達し、また GDP は 1

兆ドルを超えている。1人当たりの所得は現在も増え続けており、約 4000ドルに達してい

る。また、インドネシアは携帯電話・インターネットの普及率が高まっており、若い世代

デジタルテクノロジーに精通した人口が多く存在する。なお、特にスタートアップ企業が

多い領域はフィンテック、eコマース、教育等である 

› スタートアップ企業の創業・規模拡大を促進する上では、政府や民間セクターからの支援

も重要である。インドネシア政府は、ユニコーン企業を増やすため、Merah Putihファン

ド（Red Whiteファンド）を立ち上げている。このほか、大手コングロマリット企業も、

エンジェル投資家、インキュベーター、プライベートエクイティとしての側面を持ち、ス

タートアップ企業に支援を提供している 

● Rafiza Ghazali氏（マレーシアの Cradle Fundで Group CEOを務める） 

— マレーシアには規模拡大を達成したスタートアップ企業が多数存在する(例：Grab、CoinGecko、

BigPay)。そのようなスケールアップが可能だったのはどうしてか 

› マレーシアの人口の多様性や良好なビジネス環境が大きな要因である。各種ビジネスコス

トが比較的低いため、近隣諸国への進出に際し、トライアルとしてまずはマレーシアでの

事業立ち上げを目指す事業者が多い 

— スタートアップ企業の成長を加速させる上で、政府が担う役割は何か 
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› マレーシア政府は、スタートアップ企業に様々な支援を提供している。例えば、政府は様々

な形で資金（助成金、株式、債務ベンチャー、PE等）を提供する 7つ以上の政府機関を有

する。イノベーション促進や技術進歩に大きな役割を果たしている 

› 政府はスタートアップ・エコシステム構築に向けた今後10年間のロードマップを策定し、

エコシステムのランキングでマレーシアを世界上位 20 位に押し上げたいと考えている。

具体的には、5,000の新しいスタートアップ企業とユニコーン 5企業の実現を目標に掲げ

ている 

● Paco Sandejas博士（フィリピンの Narra Venture Capitalの創業者兼会長） 

— フィリピンには、多くの社会起業家が存在する。フィリピンが多様な開発問題に取り組む上で

のスタートアップ企業が担う役割は何か。彼らの社会的インパクトの創出を加速させるために

は、どのような支援を提供する必要があるか 

› フィリピンには強力なコングロマリット企業やファミリービジネスが存在しており、新興

企業が市場に参入し規模を拡大することの難易度は高い。スタートアップ企業は、これら

の国内大企業からだけではなく、国外を含め様々な先から資金面やビジネス面での支援を

得ることが肝要である 

› インドネシアが多くのテック系スタートアップ企業を輩出していることは非常に興味深い。

フィリピンも既存の大企業だけではなく、スタートアップ企業が市場へのアクセスを開拓

できるようなスタートアップ・エコシステムを構築すべきだ 

● Pun-Arj Chairatana博士（タイ国家イノベーション庁のエグゼクティブ・ディレクター） 

— 日本との密接な関係は、タイがグリーン経済の目標を達成し、また持続可能なスタートアップ・

エコシステムを設立する上でどのように寄与しているのか 

› タイは日本の大企業や外務省と緊密に連携している。国家イノベーション庁はこれまで、

福岡市のスタートアップ企業や大阪市の民間企業との連携実績を有する。このような連携

を通じ、タイ（日本）のスタートアップ企業の日本（タイ）への進出を促進してきた。政

府間及び都市間での連携が肝要である 

› このほか、タイの主要都市でエコシステムを開発するスタートアップ・タイというイニシ

アチブを始動している。 2023年までに 100の大規模なスタートアップ企業が生み出すこ

とを目指しており、現時点で 60の企業が創業している。この中には、タイの大学からスピ

ンオフしたスタートアップ企業もいれば、日本の大学からスピンオフした先もいる 

● Habibullah Karim氏（バングラデシュの Technohaven Company の創業者兼 CEO） 

— バングラデシュ政府は、2020年に ICT省傘下の VCファンドとして Startup Bangladeshを設立

するなど、スタートアップ・エコシステムの育成に重点を置いている。こうした取り組みはこ

れまでにどのような成果を達成しているか。また、バングラデシュが海外のスタートアップ企

業への投資家に提供する、国としての比較優位性は何か 

› バングラデシュは、他の 4ヵ国と比較して、スタートアップ・エコシステムは恐らく最も

小さいが、近年は大きな成長曲線を描いており、既に総投資額は 4億 USDに達している 
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› バングラデシュにはすでにユニコーン企業が存在する。bKashは最近、日本のソフトバン

クから 2.5 億 USD の資金を確保し、現在の評価額は 20 億 USD 近くに達している。このよ

うに世界の有名ファンドから資金調達している企業は複数存在する 

› バングラデシュ政府は現在 236 のスタートアップ企業に資金を分散している。Startup 

Bangladeshは、イノベーションとインパクトの創出に注力しており、資金提供先は遠隔医

療、廃棄物リサイクル、EduTech、フィンテック、eコマースが中心である 

› 今後も経済の急成長が続き、海外投資家・資金がバングラデシュへの投資に関心を持つこ

とが期待される。それに伴い、今後 5年間でユニコーン企業が増えることを期待したい 

なお、当パネルディスカッションについては、当日の録画映像を JICAの YouTube 公式チャネルで

公開している： 

日本語版 https://www.youtube.com/watch?v=OS81zgtdprc 

英語版 https://www.youtube.com/watch?v=wcXBlj9HTCY 

6.1.2 ブレイクアウトセッション 

パネルディスカッションで得られた市場環境への理解を更に深める機会として、2回にわたるブレ

イクアウトセッションを開催した。これらの各セッションは、①マクロ経済に関するプレゼンテーショ

ン（10 分）、②投資環境に関するプレゼンテーション（10 分）、③ネットワーキングと Q&A（20 分）

から成る 3部構成で実施した。このうち、①マクロ経済のプレゼンテーションについては、関連分野

のエキスパートが各国の経済成長、人口動態、デジタル化、優先セクター、SDGsの面での特色につい

て、6～10個程度の特に顕著なポイントを纏め参加者に提供した。各国の顕著なポイントについては、

以下(1)-(5)に示す。②各国の投資環境に係る詳細については、各国から招いた政府機関や VC等の実

務家から、政府規制や投資促進に向けた施策等、投資に係る実務的な情報を 10 分程度で纏めて共有

した。最後の③ネットワーキングと Q&Aにおいては、関連分野のエキスパートのファシリテーション

のもと、マクロ経済と投資環境に係る質疑応答及び参加者間での意見交換を行った。 

 インドネシア 

● 域内最大の人口を抱えるインドネシアは、過去 10年間で力強い経済成長を遂げてきた。今後も、

強い内需に下支えされた経済成長により、様々なビジネス機会の拡大が期待される 

— インドネシアの GDPは、主に国内需要の拡大に伴い過去 10年間で年率+4%程度成長。ジャワ島

が 60%程度の GDPを創出している 

— インドネシアにおける ESG投資機会は大幅に増加しており、国内における新たな成長基盤を生

み出している 

● 経済成長を持続させるためには、デジタル時代に合った教育や研修機会の提供等を通じた、労働

人口のスキルアップ、及び SDGsの着実な進捗を図ることが肝要である  

— インドネシアの労働人口約1.8億人に対し、教育を通じたスキルアップ機会を提供することで、

更に力強い経済成長が可能になる 

https://www.youtube.com/watch?v=OS81zgtdprc
https://www.youtube.com/watch?v=wcXBlj9HTCY
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— 国連の SDG指数をみると、SDGsの達成状況においてインドネシアは ASEAN諸国の中で中位。イ

ンドネシア国家開発計画省は、SDGs達成に向けたロードマップを策定し、各課題の緊急度に基

づいて優先順位の高い目標を特定している 

● インドネシアは、強力なデジタル基盤と輸出産業となり得る高いポテンシャルを持つセクターを

有している 

— インドネシアは携帯電話普及率が高く、またインターネットの平均使用時間が長い。e コマー

スを始めとした新たな市場拡大が期待される 

— インドネシアには、輸出ポテンシャルの高い分野（アパレル、コンピューター、電子、光学機

器等）で、国際的な大手メーカーが製造拠点等を設けている 

 

図表 41 インドネシアのマクロ経済の概要 

 マレーシア 

• マレーシアは過去 10年間で力強い経済成長を実現している 

— 過去 10年間、マレーシアの GDPは年率約+4%、一人当たり消費量は年率約+4.4%拡大 

— マレーシアでは近年 ESG投資への関心が高まっており、同領域は新たな成長基盤となり得る 

● 成長を維持するためには、SDGsの達成に向けた取り組みを強化するほか、教育等を通じてスキル

の高い人材を育成することが肝要である 

— 労働人口率は 70％（労働人口は約 2,200 万人）と高い。国際競争力の高い人材の育成に向け、

マレーシア政府は教育や職業訓練の競争力向上に注力している 

— マレーシアは SDG指数で ASEAN諸国の中で 3位となっている 

● マレーシア政府が実施している国家のデジタル競争力向上に向けたイニシアチブに加え、豊富な

天然資源や生物多様性を存分に活用することで、高い国際競争力を確保することが可能である 
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— マレーシア政府は、地域におけるデジタル経済のリーダーとしての地位を確立させ高所得国入

りするため、デジタル経済推進に係る国家政策を策定している 

— 最新の 5ヵ年計画 (12MP)では、金融、デジタル、医療、環境セクターを特に重要な産業分野と

して特定している 

— マレーシアは、炭化水素を始めとした豊富な資源及び生物多様性を有しており、資源輸出国と

してだけではなく観光面でも大きなポテンシャルを有する 

 

図表 42 マレーシアのマクロ経済の概要 

 フィリピン 

• フィリピン経済は、労働人口の大きさ・成長等を背景に、COVID-19 の世界的感染が広まるまで、

ASEAN地域でも特に力強い成長を遂げていたものの、2020年以降にはロックダウンが繰り返し発

生し、経済に大きな影響を及ぼしている 

— 2010年代フィリピン経済は年率+6%の力強い成長を記録している。COVID-19により経済成長は

マイナスに転じたものの、2021年第 2四半期から経済回復の予兆がみられている 

— 6,900 万人の労働人口を含め 1 億以上の人口を抱えており、ASEAN 地域の中でも人口増加率が

比較的高い 

• 今後経済成長を持続する上では、海外から投資を呼び込みながら自国産業を育成するほか、労働

生産性の向上を図ることが肝要である 

— インドネシアやベトナム等に比べ、国内への FDIの流入額は過去 5年あまり伸長していない 

— 世界の人材競争力指標をみると、フィリピンの人材競争力は改善の余地が大いにある。かかる

観点から、フィリピン政府はオンライン教育の強化に取り組んでいる 

• フィリピンが経済成長を加速させるためには、デジタル分野に注力する必要性が高い 

— 近年は金融サービスを中心にデジタルの活用が急増している 
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— フィリピン政府は、医療機器や ICT機器等の付加価値の高い業種に対し、これらの分野に対す

る海外からの投資を呼び込むべく、各種制度・インセンティブを整備している 

 

図表 43 フィリピンのマクロ経済の概要 

 タイ 

• 過去 10年間の堅調な経済成長を遂げており、上位中間所得国入りする等、地域の経済大国として

台頭してきている 

— 過去 10 年間は年率+2.3%の経済成長を遂げており、ASEAN 地域でインドネシアに次ぐ経済規模

を誇る 

— 経済発展と共に社会開発も進んでおり、国連の SDG指数ではタイは ASEAN地域首位に位置づけ

られている 

— タイ政府が策定した Green Economy Goalsに代表される通り、経済と環境保全を両立した持続

可能な成長に注力している 

• 今後も堅調な経済成長を遂げるためには、高齢化に伴う労働力不足に対応することが肝要である 

— 近隣諸国を大きく上回るページで人口の高齢化が進んでおり、2100 年までに 60 歳以上の割合

が約倍増することが予想される。 

— タイ政府は、将来的な労働人口不足への対策として、海外からの人材・企業の誘致に注力して

いる 

● 今後も地域の経済大国としての地位を保つ上では、海外からの優秀な人材の誘致に加え、地域全

体のデジタル経済をリードするために、既存の強力なデジタル基盤を活用することが肝要である 

— インドシナの中心という戦略的立地等を背景に、物流面とデジタル接続性の観点で競争力が高

く、データセンター（ハイパースケーラー・アベイラビリティ・ゾーン）の設置場所として高

い優位性を有する 
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— 携帯電話の普及率が高く、e コマースの市場規模は ASEAN 諸国の中でインドネシアに次ぐ 2位

となっている 

— タイ政府は、電気自動車、スマートエレクトロニクス、ホスピタリティ、製薬・メドテック、

デジタル等のハイテク産業を推進する方針を打ち出している 

 

図表 44 タイのマクロ経済の概要 

 バングラデシュ 

• バングラデシュ経済はここ数年で著しい成長を遂げており、現在の経済状況が維持されれば、2035

年までに世界 25大経済の一つとなる見込み 

— GDP成長率が年率+6.0%と世界で最も高い成長を遂げている経済の 1つ 

— 国民 1 人当たり GDP が年率+6～7%で成長している国の一つ。COVID-19 の影響があった 2019-

2020年でも 1%程度の成長を遂げている 

— 東南アジア、東アジア、南アジアをつなぐ様々なイニシアチブの中心に位置している 

— 若年層の割合が高く、15～59歳の人口が全人口の 65%近くを占める 

— 近年の経済成長に伴い、特に健康と教育分野において SDGs達成に向け大きく進捗している 

● 更なる経済成長を遂げる上では、ビジネス環境を整備・強化し、自国産業の多様化を加速させる

ことが肝要である 

— 世界銀行のビジネス環境ランキングでは、規制に関する指標（資産登録、国境を越えた取引、

契約の実施等）で大きな改善の余地が見受けられ、制度面の強化が喫緊の課題である 

— 繊維産業は、主要な輸出産業として過去数十年の経済成長を牽引してきたが、バングラデシュ

の成長の勢いを維持するためには、高付加価値産業を発展させる必要がある 

● 経済成長を加速するため、政府は規制緩和やデジタル基盤の強化等を通じて、国内外の投資家に

対しインセンティブを与えている 
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— 政府は、税制免除、法人所有に係る規制緩和、銀行・資本市場の規制緩和等を通じて投資家に

自国への投資に係るインセンティブを提供 

— バングラデシュには豊富な IT 人材がいる。現在の 5 ヵ年計画の中で、バングラデシュ政府は

デジタル基盤の一層の強化を目指している 

 

図表 45 バングラデシュのマクロ経済の概要 

Demo Day Part 1（知識共有セッション）には、30社以上の企業（VC､コーポレート VC､社会的イン

パクト投資家等）を含めた 200名以上が参加した。 

 Demo Day Part 2（ピッチプレゼンテーション）の開催 

本アクセラレータープログラムを通じた PoCの成果を示し、潜在的な投資家とスタートアップ企業

を結び付ける場として、2022 年 1月 27日に各スタートアップ企業がピッチプレゼンテーションを行

う Demo Day Part 2を開催した。当イベントの開催にあたっては、PoCの実証を通じて得た成果を次

につなげるために「潜在的な投資家とスタートアップ企業を結び付ける」という目的を最大限達成す

べく、イベントの詳細を設計した。まず各スタートアップ企業のピッチの長さについては 5分に設定

した。このような設計の背景には、イベント全体を通じて投資家の参加意欲を十分に高い状態に保つ

ためには、イベントを 2-3 時間程度の枠に収める必要性が高いことがある。また、別途 1on1ミーティ

ングの設定支援を行うことから、時間の制約も考慮し、各ピッチ後の Q&Aは設けないこととした。具

体的なアジェンダは図表 46 に示す。 
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図表 46 Demo Day Part 2（ピッチプレゼンテーション）の概要 

Demo Day Part2では、投資家がスタートアップ企業との 1on1ミーティングを設定できるようにし

た。投資家が各社のピッチ中に、特に興味を持ったスタートアップ企業と即座にミーティングを設定

できるよう、日程調整ツールを活用した。具体的には、図表 47に示す通り、スタートアップ企業の

プレゼンテーターの背景画像に、各社専用の日程調査ツールの QR コードを埋め込んだ上で、投資家

に興味のある企業のコードをスキャンしミーティングを設定するよう呼びかけた。 

 

図表 47 投資家に向けたスタートアップ企業とのミーティング設定に係る説明資料 

次に、イベントへのアクセスについてであるが、イベント自体は Closed（招待された投資家等のみ

が参加する）の性質は保ちつつ、Demo Day Part 1のパネルディスカッション同様に、当日のビデオ

を後日オンラインで公開することとした。この決定の背景には、本プログラムへのメディアや社会か

らの関心を最大化するという目的に加え、Demo Dayには諸般の事情から参加できなかったものの、こ

れらのスタートアップ企業への投資に興味を抱く潜在的な投資家からの投資を促進するという目的が

ある。過去に日本や東南アジアで行われた 23の Demo Day においても、その過半数以上がピッチプレ
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ゼンテーション当日のビデオを公開していることから、本プログラムにおいても、JICAの公式YouTube

チャンネルやその他の SNS 等で、イベント終了後に当日の状況を公開することとした。 

日本語版 https://www.youtube.com/watch?v=H6QksbFcrzg 

英語版 https://www.youtube.com/watch?v=s8VbTQN6Hro  

表彰については、JICAとの協議のうえ、2つの賞をスタートアップ企業に授与することで合意した。

まず 1つ目は、参加する投資家が各社のピッチ終了直後に、当該スタートアップ企業がプロダクト・

マーケット・フィットに到達する可能性の観点から 5 段階での投票を行い、平均得点が高かった（可

能性が最も高いと評価された）上位三社に対して贈られる Best Performing Award である。次に 2つ

目の賞として、本プログラムならではの JICA SDG Awardを設けた。同賞は、各社のビジネスモデル

について、SDGsへのインパクトの観点から特にポテンシャルが高いスタートアップ企業に贈呈される

ものである。こちらについては、JICA が受賞企業 1 社を選定することとした。これら 2 つの賞を受

賞した計 4社のスタートアップ企業をイベントの最後に表彰し、投資家から各企業への認識度を更に

高める機会を提供した。また、前述した 23の Demo Dayのうち約 80%では賞がないか、賞金なしのタ

イトルを提供していることを踏まえ、本プログラムでは賞金を含む副賞は提供しないこととした。当

日賞を獲得したスタートアップ企業は、以下の通り： 

● Best Performing Award第一位：Packworks（フィリピン、eコマース） 

● Best Performing Award第二位：Plentina（フィリピン、フィンテック） 

● Best Performing Award第三位：Mayani（フィリピン、アグリテック） 

● JICA SDG Award：Clickncare（マレーシア、ヘルスケア） 

授与された賞状の一例を図表 48に示す： 

 

図表 48 JICA SDG Awardの賞状 

https://www.youtube.com/watch?v=H6QksbFcrzg
https://www.youtube.com/watch?v=s8VbTQN6Hro
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 Demo Dayの開催から得られた学び 

Demo Dayの 2つのイベント（知識共有セッション、ピッチプレゼンテーション）の開催において考

慮した点と、今回得られた知見を基に、今後同様のイベントを開催する際に留意すべき点を整理した： 

図表 49 Demo Dayの開催から得られた学び 

本プログラムの運営・得られた学び 次回以降に留意すべき点 

投資家の興味やニーズに合った Demo 

Day を開催するためには、出来るだけ

早く投資家へのコンタクトを図り、彼

らの興味・関心を聴取する必要があ

る。 

• 各種パートナー機関からも協力を得て、出来るだけ早い段

階から投資家へのアウトリーチ活動を始動する 

Demo Day Part 1に参加する著名なパ

ネリストやプレゼンターの一覧を提示

することで、より効果的に投資家への

アウトリーチ活動を行うことが可能で

ある。 

• Demo Day のデザイン及び出席者を早い段階で固めること

によって、出席者の一覧を投資家へのアウトリーチ活動で

フルに活用し、イベントの訴求力を高める 

Demo Day への出席表明を示した投資家

について、実際の出席率を高めること

で本プログラムのインパクトを更に高

めることが可能である。 

• Demo Day に参加することのメリットを、リマインダー

メール等でより明確に示す 

• 今回のイベントで投資家から得られたフィードバックなど

をメールに掲載することも一案である 

• Demo Day においては、日英同時通訳が利用可能である旨

を明確に伝える 

• 参加者の理解をより深めるために、より多くのイベント資

料において日本語訳も併記する 

Demo Day において、投資家による活発

な意見交換を促進することによって、

全体的なイベントの質を更に高めるこ

とが可能である。 

Demo Day Part 1に参加した投資家の

一部からは、スタートアップ企業のエ

グジットに係る概要を、プレゼンテー

ションに含めるよう要望があった（図

表 50参照）。 

• 投資家の視点からは、スタートアップ企業の数が増えてい

ることに加え、実際にどのような形でエグジットしている

のかを示すことが重要である 

• 時間の制約はあるものの、ブレイクアウトセッションでの

プレゼンテーションに、エグジットに係る概要を含む 

Demo Day Part 2に参加した投資家の

一部からは、投票基準が「プロダク

ト・マーケット・フィットに到達する

可能性」である理由が不明確で分かり

にくいとの指摘があった（図表 51参

照）。 

• 「投資適格性（investability）の高さ」を投票基準にし

た方が、投資家の判断がつきやすい可能性があるものの、

「SDGs への貢献」という観点も基準に含まれている必要

がある 

• 上記観点も踏まえながら、投票者により意図が伝わりやす

い投票基準を定め、投票に先立ちその意図を明確に伝える 

Demo Day に参加した投資家のイベント

へのフィードバックの回答率を高める

ことで、今後のプログラム開催に向け

た多くの学びを得ることが可能であ

る。 

• Zoom のチャット機能等も活用し、投資家がより少ない負

担でフィードバックに回答できるよう工夫する。 
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図表 50 Demo Day Part 1（知識共有セッション）への投資家からの評価 

 

図表 51 Demo Day Part 2（ピッチプレゼンテーション）への投資家からの評価 
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第7章 まとめと今後の活動への示唆 

 本調査の実施効果の検証 

7.1.1 評価指標の概要 

「2.5評価指標の設定」で示した通り、本アクセラレータープログラムの実施に先立ち、本調査・

本アクセラレータープログラムの評価指標を定めた。図表 52に当指標に基づく成果を示す。プログ

ラム運営、参加したスタートアップ企業、JICAの組織目標といったそれぞれの観点から、高い効果が

発現されており、本アクセラレータープログラムが目的として掲げていた「参加スタートアップ企業

の事業拡大」及び「SDGsへのインパクトの更なる創出」は達成された。 

図表 52 評価指標に基づいた本調査・本アクセラレータープログラムの成果 

評価指標 成 果 

本調査の運営に係る

評価指標 

応募企業の募集効果 • 200 以上のスタートアップ企業がプログラム

に応募 

• Demo Day Part 2（ピッチプレゼンテーショ

ン）には、少なくとも 37 社の投資を行う企業

（VC、コーポレート CV 等）が出席 

メディア・社会からの認知

度 

• 本プログラムのホームページは、応募期間の

9 月中に 4,500 件以上のビューを獲得 

• Facebook で掲載したプログラムの広告につい

ては、460 万以上のユニークビューを獲得 

コラボレーションの促進成

果 

• 35 の投資家がスタートアップ企業と関係を 

構築 

• スタートアップ企業のピッチプレゼンテー

ションについて、投資家から高い評価を獲得 

参加したスタート

アップ企業に係る評

価指標 

プログラムへの満足度 • スタートアップ企業から、プログラム全体へ

の満足度について、非常に高い評価（7 点中

6.8 点）を獲得 

生産性の向上度合い • スタートアップ企業は、合計 16 の新製品/機

能を発売/開発 

• スタートアップ企業は、約 14 万人の新規顧客

を獲得 

ビジネス知識の向上度合い • スタートアップ企業へのサーベイ調査による

と、プログラムを通じて、顧客セグメンテー

ションの考え方、バリュー・プロポジション

の精緻化、ターゲット市場への戦略策定、ビ

ジネスフォーカスの特定について習得 
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評価指標 成 果 

ビジネス機会の拡大度合い 

 

 

 

 

• 35 の投資家が Demo Day 後に、スタートアッ

プ企業との商談を開始 

• スタートアップ企業は、約 420 万 USD の資金

を新規調達 

JICA の組織目標達成

に向けた評価指標 

SDGs への効果 • スタートアップ企業は SDGs への貢献を加速 

• 特に、SDG1:貧困をなくそう、SDG3:すべての

人に健康と福祉を、SDG4:質の高い教育をみん

なに、SDG13:気候変動に具体的な対策を、を

中心にインパクトを創出 

広報資料の提供 • JICA の広報資料において、Moner Bondhu を 

取り上げる 

このうち、参加したスタートアップ企業に係る評価指標と JICA の組織目標達成に向けた評価指標

について、「7.1.2参加したスタートアップ企業に係る評価指標」と「7.1.3の組織目標達成に向けた

評価指標」にて詳細を述べる。 

7.1.2 参加したスタートアップ企業に係る評価指標 

 本アクセラレータープログラムへの満足度 

本アクセラレータープログラム終了後に、参加したスタートアップ企業に対しフィードバック調査

を行い、プログラムへの評価を聴取した。図表 53に示す通り、プログラム全体に加え、主催者との

コミュニケーション、メンターとのコミュニケーション、プログラムの形式（フィールド&フォーラ

ム）、各フォーラムで取り扱った内容、各フォーマットで講演したスピーカー等について、それぞれ

非常に高い評価を得た。一方、フォーラムの間隔（約 3週間）については、一部のスタートアップ企

業からはフォーラムで扱った内容を十分に咀嚼するため、もう少し長い期間を希望する声も聞かれた。

また、メンタリングについても高い評価を得た。各メンターは全フォーラムを含め、本プログラム中

にハンズオン型の支援を提供したため、フォーラムで学んだ内容の自社ビジネスモデルへの落とし込

みからそれを踏まえたピッチの準備まで、包括的なサポートが提供されたことについて高く評価する

先が多かった。またメンターは企業経験を有するため、フォーラムやピッチ準備に直接関係しない項

目であっても、それぞれのスタートアップ企業に親身になり対応したことを特筆する先もいた。この

ように、関連する経験を有する専門家からのハンズオン型のメンタリングは、本プログラムの中で非

常に意義深い支援であった。 
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図表 53 スタートアップ企業による本プログラムへの評価 

また各社に対し本アクセラレータープログラムから得た最も重要な成果を聴取したところ、大きく

5つのポイントに集約されることが分かった。最も多くのスタートアップ企業が重要な成果として挙

げたのは、自社のビジネスモデルの検討に有益なフレームワークの習得である。ビジネスのフレーム

ワークを体系的に学んだことがなかった企業は勿論、他プログラム等に参加した実績があり既に相応

の知識を身に着けている企業にとっても、自社のバリュー・プロポジションを見直し、具体的なビジ

ネスのロードマップを作成する絶好の機会になったとの声が聞かれた。2点目として、パートナーシッ

プの締結に向けた機会の提供を、重要な成功に挙げるスタートアップ企業もいた。具体的には、フォー

ラムでパートナーシップの模索・締結に関する講義を開催したほか、Demo Day等を通じ、パートナー

になり得るスタートアップ・エコシステムのプレイヤーとの関係を構築する機会を提供した。それま

で他社との協働を検討したことがなかったものの、本プログラムを通じより効率的に自社のビジネス

を展開する手段として、パートナーシップの模索・締結への意欲が高まったスタートアップ企業が存

在した。3点目として、プログラムを通じて得たイノベーション創出の機会を、重要な成果に挙げる

企業もいた。自社のビジネスモデルを再検討する中で、新たな製品・サービスの可能性に気付き、実

際に市場に投入したスタートアップ企業がいくつか存在した。ビジネス機会に気付いたことで、新た

な市場獲得の可能性が実現したことを高く評価する先が存在した。4点目として、プログラムを通じ

多くのリソースを獲得したことを、重要な成果に挙げるスタートアップ企業もいた。メンターや各種

専門家のほか、他のスタートアップ企業と構築した関係は、プログラム終了後も活用可能な非常に有

益なものであると評価する声が聞かれた。5点目として、ピッチプレゼンテーションの練習・実践を、

重要な成果に挙げる企業もいた。それまで投資家向けにピッチを行った経験がなかった先を中心に、

4 回にわたるピッチ練習で豊富なフィードバックを提供したこと、また Demo Day で実際に投資家を

前にピッチを行う機会を確保したことについて、高い評価を受けた。 
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 生産性の向上度合い 

本アクセラレータープログラムを通じスタートアップ企業の一部は、新製品・サービスの開発・市

場への投入を実現しており、全体で 16の新規製品・サービスがローンチされ、その結果約 14.2万人

の新規顧客が獲得された。特に顕著なインパクトを発現させた企業を中心に図表 54に示す。 

 

図表 54 生産性を向上させたスタートアップ企業の例 

 ビジネス知識の向上度合い 

本アクセラレータープログラムを通じスタートアップ企業は、様々なビジネス知識・フレームワー

クを習得した。特顕著な知識の吸収がみられた企業を中心に図表 55に示す。 

 

図表 55 ビジネス知識を向上させたスタートアップ企業の例 
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 ビジネス機会の拡大度合い 

本アクセラレータープログラムを通じスタートアップ企業は、新しいビジネス機会を獲得した。追

加の資金調達及びパートナーシップ締結の観点から特に顕著な進捗がみられた企業を中心に図表 56

に示す。 

 

図表 56 ビジネス機会を拡大させたスタートアップ企業の例 

7.1.3 JICAの組織目標達成に向けた評価指標 

本アクセラレータープログラムを通じスタートアップ企業の規模拡大に向けた準備を提供すること

で、各企業が SDGsへのインパクト創出を加速させることを支援した。特に SDG1（貧困をなくそう）、

SDG3（すべての人に健康と福祉を）、SDG4（質の高い教育をみんなに）、SDG13（気候変動に具体的な

対策を）の 4つの領域を中心に、高いインパクトが創出された。顕著なインパクトを発現させた企業

を中心に、各社の取り組み事例を以下に示す。 

SDG1 については、Socialgiver が 29の新たなプロジェクトを立ち上げ、貧困層約 3万人に対しポ

ジティブなインパクトを与えた。Mayani は約 1.5 万の小規模農家に対しフードバリューチェーンに

係るサービスを提供することで、農業所得の向上を通じた貧困脱却の機会を与えた。 

SDG3については、Moner Bondhuはメンタルヘルス面で問題を抱える約 5万人に対し、専門家によ

るカウンセリング、トレーニングの提供、ホームページを通じた情報発信を行った。Clickncareは、

自社サービスに登録している約 3,100人の移民労働者のうち約 1,200人に対し、薬品のオンライン処

方サービスを提供した。 

SDG4については、本アクセラレータープログラムを通じ自社のバリュー・プロポジションを改めて

見直した Women In Digital が、eラーニングの提供を開始することで、約 650万人の女性に対しデ

ジタルスキル習得の機会を与えることが期待される。Light of Hopeは本やその他学習用品の提供を

通じ、20 万人以上の子供（本アクセラレータープログラム中に追加で 1 万人以上の子供）に対し直

接的なインパクトを創出している。 
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SDG13については、本アクセラレータープログラムを通じ自社の成長戦略を更に精緻化したスター

トアップ企業を中心に、今後更なるインパクトの創出が期待される。具体的には、Sampanganが、2024

年までに年 100万トン以上の廃棄物を処理能力を身に着けることを目指している。Iraには、生分解

性素材を使用したオーガニックの生理用品を市場に浸透させることで、プラスチック素材の生理用ナ

プキンを約 300万個削減させることが期待される。 

 本調査からの学び 

本調査の実施及びその後の JICA との議論を踏まえ、今後同様のプログラムを実施する際に、プロ

グラム・デザインの観点から留意点を整理した。図表 57に示す通り、本アクセラレータープログラ

ムの経験を踏まえると、効果的なプログラムを実施するための成功要諦・留意点は8つに集約される。 

図表 57 効果的なアクセラレータープログラムを実施する上での成功要諦 

成功要諦・留意点 次回以降に留意すべき点 

スタートアップ・エコシス

テムのプレイヤーと積極的

な協働を図る 

• スタートアップ企業へのアウトリーチ活動に加え、フォーラムでの講

演・ブレイクアウトセッションの開催、Demo Day に参加する投資家

の確保等、様々な活動において他のエコシステムプレイヤーとの協働

は効果的である 

• またスタートアップ企業は、本アクセラレータープログラムを通じた

他エコシステムプレイヤーへのアクセス獲得を高く評価している 

• よって、今後も本調査で得られたネットワーク等も活用した上で、各

種エコシステムプレイヤーとの協働を図る必要性が高い 

アクセラレータープログラ

ムの対象となる企業をより

細かく定めることで、プロ

グラムインパクトの拡大が

見込まれる 

• 本アクセラレータープログラムに参加したスタートアップ企業は、セ

クター、国、成熟度等、様々な側面で多岐に亘るため、企業毎に本プ

ログラムに求めるニーズも異なった 

• 例えばプログラムの対象企業を、セクター、国、成熟度等の要素のう

ち、一部特定の領域に定めることによって、より近いニーズを抱えた

スタートアップ企業に対しよりターゲットを絞った支援を行うことが

可能になる 

本アクセラレータープログ

ラムの評価指標には、ビジ

ネス機会の拡大と SDGs へ

の効果が含まれるが、効果

的なメンタリングを行うた

め、メンターには特定の課

題に絞り集中的な支援を提

供するよう依頼する 

• メンターに、各スタートアップ企業が抱える多面的な課題全てに対応

するように求めると、ターゲットを絞った支援が困難になる 

• JICA とメンターの間で、メンタリングの開始に先立ち目標の優先順

位付けを行うことで、より重要な課題にメンタリングの時間を重点的

に活用することが可能になる 

アクセラレータープログラ

ムを通じて、投資適格性と

高い開発効果を兼ね備えた

ビジネスモデル及びピッチ

の作成を支援することは容

易ではない 

 

• 投資家の大半は、スタートアップ企業の有する SDGsへのインパクト

よりも投資適格性を重視している 

• 3 カ月という限られた期間では、SDGs への潜在的なインパクトが大き

いものの投資適格性が低いスタートアップ企業に対し、ビジネスモデ

ルの大幅な見直しを支援することは困難である。結果として、Demo 

Day 等では、SDGs への潜在的なインパクトが大きいスタートアップ企

業が十分に投資家からの注目を集めることが出来ない 
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• このような企業が投資家から十分な注目を集めることが出来るよう

に、アクセラレータープログラムの中で大幅なビジネスモデルの見直

しを支援する場合は、6－9 カ月程度の期間を確保する必要が高い 

• 例えば、Demo Day の場では投資適格性に重点を置いたピッチを提供

した上で、別途 SDGs へのインパクトに関するレポートを JICA に提出

することを求める等、まずはプログラムの主眼を投資家からの関心を

得ることに据えることが重要である 

JICA NINJA ブランドとして 

明確なバリュー・プロポジ

ションを確立する 

 

 

 

• スタートアップ企業は本アクセラレータープログラムについて、ビジ

ネス基礎の網羅的な習得が可能であること、日本と東南アジア・バン

グラデシュの他企業や投資家との接点が持てること、ビジネスの専門

家から支援を受けられること、助成金を受領できること、等を高く評

価している 

• 他プログラムから差別化を図るため、事業実施前に明確なバリュー・

プロポジションを確立することが肝要である 

JICA 全体でプログラムの運

営に取り組み、また支援し

たスタートアップ企業を

フォローアップする 

• 過去に実施した類似プログラム（ケニアやベトナムで実施したプログ

ラム等）から得られた知見を十分に生かすことが必要である 

• そのために民間連携事業部は、各種プログラムの運営に関わった他部

署や現地事務所との連携を強化する必要がある 

• またプログラム終了後も、スタートアップ企業に対し、JICA 内で活

用できる他プログラムや、国内外の関係機関（スタートアップ・エコ

システム、産業団体等）を紹介することで、規模拡大を通じた開発効

果の実現を叶えることが可能である 

9週間でのアクセラレー

タープログラムの実施は、

非常に密度が濃いものの実

施可能である 

• 本アクセラレータープログラムに参加したスタートアップ企業やメン

ターの一部は、各フォーラムでの内容を十分に咀嚼するため、フォー

ラムの期間を長く設定することを求めた 

• プログラム期間の延長が難しい場合においては、ビジネスモデルの構

築に特に苦戦しているスタートアップ企業に対し、詳細なフォロー

アップを実施することで、限られた期間内でプログラムを実施するこ

とも可能である 

スタートアップ企業間の協

働等を促進することで、各

社の事業規模や開発効果の

拡大が見込まれる  

• 本アクセラレータープログラムに参加したスタートアップ企業は、国

や業種等は異なるものの、事業規模や開発効果の拡大を目指している

という点で一致する 

• プログラム期間を通じ、企業間で課題に取り組んだり議論を深めたり

する機会を多く設けることで、スタートアップ企業間の協働の可能性

を追求し、更なるプログラム効果の発現を目指すことが可能である 

 参加スタートアップ企業等への支援策案 

「7.2本調査からの学び」にて示した通り、本アクセラレータープログラムに参加したスタートアッ

プ企業が、更に SDGs へのインパクトを高めていくためには、プログラム終了以降のフォローアップ

活動が肝要である。かかる観点から、JICA として実施する意義の高いスタートアップ企業各社への

フォローアップ活動は、図表 58に示す通り、4つに大分される。 
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図表 58 本アクセラレータープログラムに参加したスタートアップ企業に対するフォローアップ活動 

まず①については、本アクセラレータープログラムが与えたインパクトを長期的に図り、また各ス

タートアップ企業と継続的な関係性を構築するため、各国事務所が中心となり各社による資金調達額

や顧客獲得数等、特に重要な指標を中心に定点観測を行うものである。次に②については、スタート

アップ企業と、本調査を通じ関係を築いたスタートアップ・エコシステムの関係者（例：MaGIC、Startup 

Bangladesh 等）を結び付けることで、各社の当該国内での事業拡大を側面支援するものである。ス

タートアップ企業にとっては各国のエコシステムプレイヤーから追加の支援を受け取る機会になり得

るほか、JICA にとっても各プレイヤーとの更なる関係深化に有益と考えられる。③については、ス

タートアップ企業に JICA が提供する他プログラムやそれらに関与する企業を紹介するものである。

具体的には、各スタートアップ企業の事業の方向性を考慮したうえで、国外企業も対象とした支援事

業への応募を促進するほか、対象国で実施されている JICA事業や中小企業・SDGsビジネス支援事業

の実施企業とのマッチングを図ることが考えられる。最後に④については、JICAが有する日本国内で

のネットワークを活用し、スタートアップ企業を関係する貿易振興団体（ASEAN-Japan Center、JETRO

等）や産業団体に結び付けるものである。スタートアップ企業にとっては、日本への事業展開の足掛

かりとなる可能性がある。 

①から④の活動を今後継続的に実施するためには、JICA 本部と各国事務所間で密接な連携を図る

必要がある。図表 59に示す通り、本部は全体的なプログラムに係る活動に加え、必要に応じて連携

機関との MoU等の合意文書を締結するのに対し、各国事務所はスタートアップ企業を国内関係機関と

結び付けるほか、前述した重要な指標についてスタートアップ企業をフォローする。 
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図表 59 スタートアップ企業への追加支援に向けた JICA本部と各国事務所の連携 

 民間連携事業部としての事業展開の方向性 

「1.1調査の背景・目的」で述べた通り、本アクセラレータープログラムで得られた知見を踏まえ、

民間セクターの力を開発課題の解決に加速度的に活用していくためのより効率的な手法を策定するこ

とが重要である。よって本節では、国際開発の文脈における民間連携の概要について述べた上で、JICA

民間連携事業部の今後の活動指針を検討する。 

まず、先進国から開発途上国への資本移動が、公的機関から民間主導に変移していることは、過去

20年間の国際開発における大きな潮流の変化となっている。図表 60に示す通り、DAC（開発援助委

員会）メンバー国から開発途上国への純支出に占める民間資金（FDI等）は、年毎に増減はあるもの

の、基調としては 2000 年以降に大きく成長している。また、民間からの無償資金贈与額についても、

90 年代以降増加を続けている。一方、ODA についても金額は増加基調にあるものの、特に 1980年代

の水準に比べると全体に占める割合が大きく減っている。かかる趨勢の変化には、多国籍企業の増加

や規模拡大、及び開発途上国におけるビジネス環境の改善等、様々な要因があるものと考えられる。

いずれにせよ、このように開発途上国においてプレゼンスが増している民間資金を、いかに国際開発

に活用していくかが肝要な課題となっている。事実、多くの国際開発機関は近年民間連携に大きく力

を入れている。例えば、USAID（アメリカ合衆国国際開発庁）は、開発途上国での各種事業をより大

規模且つ効率的に実施する手段として、近年は特に市場原理に基づくアプローチを推奨しており、2018

年には民間資本との連携指針を掲げた Private-Sector Engagement Policyを策定している。また、

世界銀行は開発途上国で十分なインフラを整備するためには、民間資本の活用が不可欠であるという

認識を示しており、開発途上国で活動を行う民間企業への融資・出資や、非商業的危険に対する保険・

保証の整備、法制度を含めた各国の投資環境に係る情報の提供等を通じ、民間資金による開発途上国

へのインフラ投資の促進に努めている。事実、2000 年代以降は民間資金が活用されたインフラプロ

ジェクト件数・投資総額は増加基調にある。更には、このような民間資金の活用に加え、民間の持つ

技術・ノウハウを活用しようとする動きもみられている。例えば、2019年に UNDP は、SDGsの達成に

貢献し得る技術・ソリューションを開発するため、公的及び民間のパートナーと協働で研究や実証実
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験を行う UNDP Accelerator Labs を世界各国で立ち上げた。各国で特に重要性の高いトピックを中心

に協働が進んでおり、現時点で世界に 91 のアクセラレーター向けのラボが存在する。このように各

種プログラムやラボの提供を通じ、民間の技術・ノウハウの開発課題への活用を図る試みは、国際機

関のみならず USAIDや GIZ（ドイツ国際協力公社）を始めとした各国機関でも広くみられている。 

 

図表 60 DAC メンバー国から開発途上国への純支出の内訳推移 

世界的な国際開発分野での民間連携の潮流を踏まえると、JICA においても民間連携事業部として

の取り組みの重要性が一層増しているものと考えられる。かかる観点から、今後民間連携事業部とし

て実施し得る事業について、本調査を踏まえた新たなアクセラレータープログラムの策定に向けた検

討に加え、より抜本的な事業の見直しの可能性について検討する。これは、民間連携事業部として更

なる開発効果の発現を目指す上では、本調査の知見を活かすことだけではなく、JICA として目指す民

間連携の在り方を基に事業ポートフォリオを再構築することが肝要であると考えられるためである。 

まず、今後アクセラレータープログラムを実施する上では、大きく 2つの方向性が考え得る。一つ

目の方向性としては、本調査から得た学びを活かし、プログラム・デザインを適宜修正した上で、JICA 

NINJAアクセラレータープログラムを継続するというものである。学びをプログラム・デザインに反

映することで、より効果的なアクセラレータープログラムの設計・実施が可能である。プログラム効

果を最大化する観点から、プログラムの対象となるスタートアップ企業を絞り込むことが、特に有意

な修正案として挙げられる。具体的には図表 61 に示す通り、地域、セクター、成熟度、SDGs への

フォーカス度合い等のパラメーターでプログラムの対象企業をより細かく絞り込むことで、各社の抱

えるニーズによりマッチした支援を行うことが可能となる。 

また、その際における JICA としての関わりについても、検討の余地がある。例えば、JICAとして

の途上国における民間連携や社会的インパクトのある投資の経験を活かして、プログラム全体の運営

やスタートアップ企業に対する PoCの資金援助のみならず、アクセラレータープログラムの中で社会

的課題に対する考え方やインパクト投資に関しての講義を行うことも考えられる。また、JICAの有す
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る専門家ネットワークを活用して、適当と思われる専門家をスタートアップ企業のメンターやエキス

パートとして任命し、スタートアップ企業を支援することも可能と考える。 

 

図表 61 アクセラレータープログラムの対象となるスタートアップ企業を絞り込む方法 

さらには、スタートアップ企業のアクセラレータープログラムを通じた成果が発現する（新規資金

調達、新規製品の上市、など）までに一定の期間を要することを考慮すると、アクセラレータープロ

グラムや Demo Day の実施を持って支援を終了するのではなく、以降も JICA のサポートのもとメン

ターによるスタートアップ企業への支援を継続し、また JICA 自身も 3 か月、6 か月ごとにフォロー

アップを行う等、より中期的な支援策定も有効と考えられる。 

二つ目の方向性としては、代替プログラムとして、日本企業のニーズを基にしたプログラムを展開

することも考え得る。本アクセラレータープログラムでは、支援対象である開発途上国のスタートアッ

プ企業を選定した上で、彼らの事業に興味を有する日本国内外の投資家とのマッチングを図った。そ

れに対し代替案では図表 62 に示す通り、SDGsの分野でパートナー企業を探している日本企業が抱え

るニーズを把握した上で、彼らのニーズに合致する開発途上国のスタートアップ企業をプログラムの

支援対象に選出するといったものである。このような形式を採用することで、開発効果を発現しなが

ら、より日本企業に裨益し得るプログラムの運営が可能になる。係る代替案においては、日本企業の

うち①大企業、②中小企業・スタートアップ企業のどちらを対象にするかによって、大きく 2つの方

向性が考え得る。まず①の場合、日本の大企業は資金提供等を通じた開発途上国の企業との連携を模

索するケースが多いため、彼らのニーズに応え得る現地企業に対し、本アクセラレータープログラム

を基にしたアクセラレータープログラムを提供し、Demo Day 等で大企業と現地企業を結び付ける。次

に②の場合は、日本の中小企業・スタートアップ企業は開発途上国の企業と協働した上で、事業形成・

運営の可能性を模索するケースが多いため、まず日本企業とニーズに応え得る現地企業を結び付けた

上で、彼ら双方に対しアクセラレータープログラムを提供することが重要である。それぞれのケース

ごとに、プログラム実施のために必要なステップを図表 63に示す。 
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図表 62 日本企業のニーズを基にしたアクセラレータープログラムのコンセプト図 

 

図表 63 日本企業のニーズを基にしたアクセラレータープログラム準備に向けて必要なステップ 

上記の通り、本調査を基としたアクセラレータープログラムを実施すると同時に、民間連携事業部

として新たな事業ポートフォリオを検討するといった方向性も重要である。まず、これまで民間連携

事業部は、中小企業・SDGs ビジネス支援事業（基礎調査、案件化調査、普及・実証・ビジネス化事業）

や海外投融資に係る協力準備調査等を始めとする、日本の企業・団体の開発途上国への進出・規模拡

大に向けた支援事業を中心に取り組んできた。一方でそれほど取り組んでこなかった性質の事業は、

複数の企業・団体に対し同時に支援を提供するもの、JICA自身が他機関とのパートナーシップの締結

を模索するもの、開発途上国の企業に対し直接支援を提供するもの等である。今後の方針をより抜本

的に見直すためには、既存の枠組みにとらわれず様々な支援の在り方を検討することが好ましい。 

そしてそのためには取るべきステップは、図表 64の通り大きく 3つに整理される。まず、民間連

携事業部として果たすべき役割に立ち返ることが重要である。ここでは、他の国際援助機関の民間連

携事業の実施状況やその支援内容について理解を深めた上で、改めて JICA として民間連携事業の実
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施を通じ目指す目標を明確にする。次のステップとしては、現在実施している事業ポートフォリオに

よって係る目標はどの程度実現されているのか、また実現されていない部分については何がボトルネッ

クとなっているのかを明確にする必要がある。2つのステップを通じ、民間連携事業部として果たす

べき役割を再定義し、また役割を果たす上で現在の事業ポートフォリオにはどのようなギャップが存

在するのかを精査することで、3つ目のステップとしてギャップを埋めるためには民間連携事業部と

してどのような新しい事業を実施する必要があるのか、を検討することが可能である。 

 

図表 64 民間連携事業部として新しい事業を形成する上で必要なステップ 

その上で 3つ目のステップとして、具体的な新規事業案の検討を進めることが理想的であるが、そ

の際には他の国際援助機関による事業を改めて確認することで、幅広い視点を持つことが可能である。

その一環として、図表 65 と図表 66においては、民間連携事業における支援内容の類型化を行う。 
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図表 65 民間連携事業で提供し得る支援の類型化 

 

図表 66 非財政支援の例 

 総括 

本事業においては、開発途上国の現地スタートアップ企業との連携を通じて、社会的インパクトを

創出する JICA としての新たな民間連携事業のあり方を模索するという目的も叶えるため、インドネ

シア、マレーシア、タイ、フィリピン及びバングラデシュのおけるスタートアップ企業に対するアク

セラレータープログラムを試行的に実施した。プログラムには、200を超える想定以上のスタートアッ

プ企業からの応募があり、そこから選出された 15社においては、9週間のアクセラレータープログラ

ムを通じてビジネスプランを精緻化し、より高いプロダクト・マーケット・フィットを実現すること

で、投資家の関心を集めることができた。 
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このプログラム運営においては、各国におけるスタートアップ・エコシステムを支えるインキュベー

ター、アクセラレーター、その他投資家等の協力が不可欠であった上、ビジネスプラン策定における

コンサルタント、起業・VC 経験豊富なメンター、特定領域やトピックの専門家が JICAの担当課とワ

ンチームとなり協働したことが、成功の鍵となった。 

今後民間連携事業部には、民間連携の重要性がより一層増していく開発途上国での国際協力におい

て、本調査を通じて得られたネットワークの維持・深化を進めるとともに、本調査では実施しなかっ

た取り組みや様々なプログラムのあり方の検討を進めていくことが期待される。 
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